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謝辞 (略) 

はじめに 
訳注：翻訳にあたり、motion pictures, films, movies を映画と訳した。この報告書は、劇場で上映

される映画だけでなく、テレビやインタ-ネットで配信される作品についても検討対象としている 

 

映画は、タバコ使用を肯定的に見せるという誤った印象を広め続けている。タバコ使用シ-ンは、

若者が喫煙に手を出すきっかけの一つであることが明らかにされている。2008 年、米国国立がん

研究所(NCI)は次の結論を出した： 

横断調査と追跡調査、実験的調査の成績を総合的に評価した結果、社会的影響の視点に

基づく高度の理論的妥当性を以て、映画の喫煙シ-ン曝露が若者の喫煙開始と因果関係を

持って関連することが明らかになった(1)。 

 

2012 年、米国公衆衛生長官は、NCI 報告がまとめた若者の喫煙に関する経験的知見をレビュ-し

た結果、同様の結論に到達した： 

映画の喫煙シ-ン視聴と若者の喫煙開始の間には因果関係があると十分な根拠を以て言う

ことができる。(2) 

 

WHO タバコ規制枠組み条約(以下 WHO FCTC)締約国には、条約第 13 条に基づき、タバコの宣伝、

販売促進、スポンサ-活動を包括的に禁止する義務が課せられている。(3) 第 13 条施行ガイドラ

インには、映画のタバコ使用シ-ンはとりわけ若者にタバコ使用を勧奨する機能があるり(4)、本報

告書で詳しく述べられている諸対策を実行するよう勧告がなされている。いくつかの国では、タバ

コ使用シ-ンを含む若者向け映像作品の多くが政府から補助金をもらっているという現実がある。

こうした補助金はメディアを通じたタバコ使用促進活動を間接的に援助していることになるから、

WHO FCTC 第 13 条とそのガイドライン違反である。この問題については後段で詳述する。 

(訳注：WHO FCTC 第 13 条施行ガイドライン和訳は日本禁煙学会の Hp からダウンロ-ドできる： 

http://www.nosmoke55.jp/data/cop3_13_200811.pdf ) 

 

昔から、映画は紙巻きタバコ等のタバコ製品を社会に拡げるための重要なメディアでだった1(5，6)。

ひとつはタバコ製品自体の宣伝のために、そして、もう一つは、喫煙を一般大衆に広める社会学

                                                   
1 昔から、タバコ製品と言えばほとんど紙巻きタバコの事であったため、本報告書では、映画における喫
煙シ-ンに限定して議論する。最近主要なタバコ会社は、スモ-クレスタバコ会社を買収して、紙巻きタバコ
ブランド名を付けたスモ-クレスタバコを販売するようになった。さらに、電子タバコの宣伝も上映時に同
時に行うようになっている。政策立案者は、このようなタバコ製品市場の現状をしっかり把握して、映像

メディアにおけるタバコ製品プロモ-ション活動の規制を行う必要がある。 
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習戦略として2(7)。映画産業の盛んな国々では、映画を通じて喫煙の売り込みが図られてきたし、

今も続いている。小児や若者向け映画においても、喫煙シ-ンが挿入されている。 

 

映画の喫煙シ-ンを自粛するというタバコ産業との自主規制協定は、これまで効果がなかったし、

問題解決にはなりえない。なぜならば、公衆の健康を守る側とタバコ産業の利害が真っ向から対

立するために信頼原則が成り立たないからである。1990 年代初めに、米国の大タバコ産業は映

画の喫煙シ-ン露出に対する金銭の支払いを制限する自主規制に合意したが、10 年経っても、映

画の紙巻きタバコブランド出現シ-ンは減らなかった。1998 年の米国における Master Settlement 

Agreement(米国内タバコ産業が、喫煙の健康被害の代償として巨額の賠償金を払うという米国司

法長官との合意)には、映画に対するプロダクトプレイスメント(金を払って、喫煙シ-ンやタバコ製

品を画面に露出させること)の禁止条項がもうけられ(8)、のちに司法長官によって執行された(参

考文献 1、付属書 10C、422 ペ-ジなどを参照されたい)。この措置により、Master Settlement 

Agreement 実施後、映画のタバコ製品の露出は短期間で大きく減少し、1999 年以前のタバコ製品

の露出の 3 分の 1 は、金を払ったうえでのプロダクトプレイスメントだったことが明らかになった。し

かし当時タバコ産業は、そのようなプロダクトプレイスメントを行わないという自主規制を明言して

いたのだが(9)。しかし、その後のトレンドを見ると、Master Settlement Agreement のような取り決

めでは、映画の喫煙シ-ンを十分に減らすことが不可能であることが明らかになった。映画の喫煙

シ-ンは 1998 年の合意の実施後に公開された映画作品から徐々に増え始め、2005 年にピ-クに

達した。その後 2010 年にかけて再び減少し、2011 年からまた増加に転じた。2014 年時点で、映画

の喫煙シ-ンの分量は 2010 年のレベルを維持している(10，11)。 

 

実行可能な対策を実施することによってすべての映像作品の喫煙シ-ンを大きく減らすことが可能

なことは科学的に証明されている。WHO FCTC 第 13 条ガイドラインに呈示されている喫煙シ-ンを

減らす対策と、喫煙シ-ンのある作品に対する公的補助金を停止する措置を実施するなら、映画

の視聴によって若者の喫煙が促進されることはなくなる。強力で徹底可能な政策を実施するため

には、一般市民、政策立案者、映像作品制作会社に対して、若者にタバコの映像を見せなくなる

ことによって得られる利益をしっかり認識させることが必要である。 

 

本報告書では、映画の喫煙シ-ン放映の現状と喫煙シ-ンを見ることによって生ずる悪影響を減ら

すために行われている現在の対策および将来必要とされる対策をまとめて示す。本報告書の目

的は、映画の喫煙シ-ンを減らす対策が必要である根本的理由を各国政府に説明し理解を得るこ

とにある。これにより、WHO FCTC の締約国が第 13 条施行ガイドラインで述べられている映画の

喫煙シ-ンに関する対策の勧告を実行する援助が可能となる。本報告書は、WHO FCTC の非締

                                                   
2 バンデュ-ラの社会学習理論(7)では、ステ-タスの高いロ-ルモデルの行動、態度、感情を観察し模倣する
ことの重要性が強調されている。映画のスタ-は世界中に名を知られており、彼らのお気に入りの自動車、
時計、香水は瞬く間に世の中に流行する。若者は映画館を出た後も、スタ-の好きな物に関心を持ち続け、
真似をするようになる。 
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約国が、タバコの宣伝、販売促進、スポンサ-活動を包括的に禁止する上での重要な対策の一つ

である映画の喫煙シ-ンの規制を実行するうえでも助けになると信ずる。 

1.映画の喫煙シ-ン:なぜ問題か? 
 

20 世紀初頭、タバコ産業は現在の価値で数百万ドルをつぎ込んで、映画に喫煙シ-ンを入れた

(12)。タバコ会社は、映画製作者に資金を提供して特定のタバコブランドを画面に出すようにさせ

た。それだけでなく、封切り映画と出演する映画スタ-の宣伝の費用を負担した。タバコのコマ-シ

ャル手段が徐々に制限される中で、映画は一層重要な喫煙奨励ツ-ルとなってきた。図 1 に示す

ように、こうした投資3は、マスメディアにおけるプロダクトプレイスメント戦略とスポンサ-活動戦略

と同様、タバコ使用を是とする社会通念を醸成するための幅広く、より手の込んだ戦略の一環とな

っていた。映画は、喫煙を是とする社会通念を形成するうえで核心的なマスメディアなのである。

なぜならば、映画の中で喫煙が行われても、観客は、それをタバコの宣伝とは思わず、喫煙を「自

然の事」と受けとめるようになるからである。 

 

図 1 タバコ販売促進活動における宣伝、販売促進活動、利害関係者の相関図 

                                                   
3 1979-1994年期に、タバコ産業がハリウッドの映画製作者に支出していたプロダクトプレイスメント費
用の詳細は以下に詳しい：http://www.smokefreemovies.ucsf.edu/problem/bigtobacco.html 
2014年、ウォ-ルストリ-トジャ-ナル誌はカナダの電子タバコメ-カ-が米国の映画作品に金を渡してプロダ
クトプレイスメントを行っていたことを報道した(13)。 
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英国医師会(9)、米国がん研究所(1)、米国 CDC(7)等は、映画の喫煙シ-ンが公衆の健康に対する

脅威であると認識する理由を次のように語っている：①映画は世界中いたるところで視聴される、

②映画の喫煙シ-ンは喫煙の奨励効果が大きい、③映画の喫煙シ-ンの規制はまだほとんど実行

されていない。しかし、公衆保健の研究者と研究機関はこの重要な問題に注意を注ぎつつある。

例えば、2012 年に、米国 CDC は米国の人気映画中の喫煙シ-ンの状況を健康指標(14)の一つと

して取り上げ、ネットで公開している(15)。また、中国、ヨ-ロッパ、インド、ラテンアメリカ諸国では映

画の喫煙シ-ンの監視活動を開始している。さらに、180か国が加盟したWHO FCTCは、映画の喫

煙シ-ンが、間接的なタバコの販売促進活動であるという認識に基づいて対策の必要性を強調し

ている。 

 

■ 

1.1 映画は全世界の人々が見ます 

2014 年に 50 カ国で公開された長編映画(多くは直接ビデオとして販売される)は 6500 本を超える。

うち 1966 本(30%)はインド、1603 本(25%)は欧州連合、707 本(11%)は米国、618 本(10%)は中国、615

本(9%)は日本、248 本(3%)は韓国で制作されたものである(16)。制作本数は少ないが、米国製映画

は全世界の映画制作費と配給費の半分を占め(17)、興行収入の 60%以上を稼いでいる(18，19)4。

ドイツの若者の喫煙シ-ンばく露の 80%はハリウッド映画によるものだったという(20)。2002 年から

                                                   
4 2014年、米国の 6大映画会社は 136本の映画を制作し、世界中の映画興行収入 364億ドルのうち 225
億ドル(62%)を稼いでいる。これには海外での 260億ドルの映画収入のうち 141億ドル(54%)が含まれる。 
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2013 年に、米国映画は、アルゼンチン、ブラジル、メキシコ(21-23)の興行収入上位作品 100 本の

75-85%を占めていた。この傾向は 2014 年も同様だった(16)。2014 年に自国制作映画が興行収入

の多くを占めていた国はわずか 7 カ国に過ぎなかった：イラン 99%、米国 95%、インド 83%、トルコ

59%、日本 58%、中国 54%、韓国 50%(16)。 

 

タバコ産業は､映画が人間性に訴えかけるもっとも普遍的な娯楽であることを認識している。映画

視聴への支出は、2017 年に世界中で 1000 億ドルを超えると予測されている。中でも中国での増

加は､日米欧の既存の市場よりも急速になると予測される。映画を視聴する場所も変化している。

2013 年、世界の映画視聴収入の 40%は映画館、DVD やブル-レイなどのホ-ムビデオで 40%、イン

タ-ネット､オンデマンド配信、ストリ-ミングなどで 20%となっていた。2018 年までに、デジタル映写

機が何倍にも増え、通信衛星を使った高速デ-タ配信が進むため、映画収入の 45%は映画館、イ

ンタ-ネット配信ホ-ムビデオ 30%、レンタルあるいは購入によるホ-ムビデオ視聴 25%になるとの予

測がなされている(24)。カナダと米国には 40160 スクリ-ン(全世界の 142215 スクリ-ンの 28%)の映

画館があり、2014年の映画館興行収入の 29%を稼いでいる。そのほかは、アフリカ、欧州、中東の

映画館で 29%、アジア太平洋地域で 34%、ラテンアメリカで 8%となっている(16，19)。国別観客数は、

インド 19億人(2014年)、米国 12億人、中国 8.3億人、メキシコ 2.4億人だった(16)。2020年までに、

全世界の世帯の 4 分の 1 が衛星放送アンテナを持ち、半数の世帯がインタ-ネットでテレビやビデ

オを視聴できるようになると予測いる(25，26)。現在世界の全世帯の 45%がインタ-ネット環境を持

ち、このうち 3 分の 1 は発展途上国世帯である。世界人口の 3 人に 1 人はスマ-トホ-ン契約をし

ている。これは 2008 年の 5 倍の数である(27)。分化と経済の違いを越えて、映画館以外で映画を

視聴できるマルチメディア環境が急速に整備されてきたため、映画館をベ-スとした調査だけでは、

喫煙シ-ンへの曝露状態を過小評価するおそれがある。 

 

■ 

1.2 喫煙シ-ンを見るとタバコが吸いたくなります 

映画の喫煙シ-ンが喫煙者を増やすという事実は、おどろくにはあたらない 

子どもと若者は社会環境の影響を大きく受ける。若者は、社会の様子をしっかり見つめている。若

者は、素晴らしいと思う人々に惹かれ、彼らと同じことをやろうとする(7)。映画スタ-は、観客のす

ぐそばに居るという幻影を振りまき、野望、憧れ、変身実現のための社会の疑似代理人となる。彼

らは夢と希望を映画の中に表現する。映画は、世界的に有名なスタ-と疑似社会的関係を作り上

げるだけでなく、人生を素晴らしいものとして表現する。若者が映画の世界の魅力あるエキサイテ

ィングなライフスタイルにあこがれると、スタ-と同じことをやろうとする(29)。このように、映画は、タ

バコ産業のために、タバコというひどく有害な商品を、高いステ-タスと自立した個人のシンボルに

作り変えてしまう。昔からのタバコCMと違い、ハリウッドやボリウッド等の映画スタジオから生み出

された作品は、喫煙が「とても良いものである」という強力なメッセ-ジを発信する。若者は正義のヒ

-ロ-の真似をするだけではない。どちらかというと、タバコを吸う「悪者」の方に強くあこがれを持つ
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可能性も指摘されている(30)。 

 

ハリウッド映画の半数に喫煙シ-ン、そのうち 3 分の 1 は若者向け映画 

2002-2014 年に米国の興行収入の 95%を稼ぎ出した 1800 作品以上の映画を調査すると、子ども

が視聴可能な作品(G：視聴に年齢制限なし、PG：大人の同伴で視聴可能、PG-13：13 歳以下は大

人の同伴必要)にも、成人指定(R)の映画の両方に喫煙シ-ンが含まれていた。興行成績の最高作

品5の 59%(11)に喫煙やタバコ製品の映像が含まれていた。成人指定映画の 78%、PG-13 の 60%、

G と PG の 25%に喫煙シ-ンが含まれていた。まとめると、2002-2014 年に米国で上映された興行収

益の最高レベルの映画に 35500 か所の喫煙あるいはタバコ関連シ-ン6が含まれていた。これらの

喫煙シ-ンの 57%は成人向き映画(R)、39%は 13才以下成人同伴必要映画(PG-13)、4%は視聴制限

無し(G)あるいは親の同伴で視聴可能(PG)に出現していた(古の米国のレ-ティング制度について

は Box1 を参照)。喫煙シ-ンは 2005 年に 3960 とピ-クに達したあと、2010 年に 1825 となった(10)

が、その後また増加した。2014 年の PG-13 の喫煙シ-ン数はこの 10 年間で最多のレベルとなっ

た(11)。 

2013 年の PG-13 作品には 5 分間以上の喫煙シ-ンがしばしば見られた。たとえば作品番号 42 で

は、9 分間の喫煙シ-ンがあった。 

Box1 

米国の映画作品レ-ティング制度 

1968 年以降、米国では、主要な映画スタジオの業界団体米国映画協会と、National Association 

of Theatre Owners が、Classification and Rating Administration という組織を作り、映画のレ-ティ

ングを決定してきた。この組織に映画作品を提出してレ-ティングを受けることは映画制作者の義

務ではなく、映画劇場とビデオ業者もそれに従う義務はないが、ポルノグラフィ-ではない通常の

商業的映画とビデオ作品のほとんどすべてはこのレ-ティングを受けている。 

米国映画協会の分類 

! G:  General audiences: all ages admitted 視聴に年齢制限無し 

! PG:  Parental guidance suggested: some material may not be suitable for children 親の付き

添いが望ましい。小児にふさわしくない内容の可能性あり 

! PG-13: Parents strongly cautioned: some material may not be suitable for children under 13

親の付き添いが必要。小児にふさわしくない内容の可能性あり。 

                                                   
5 「top-grossing興行収益最高」作品とは、カナダと米国の映画チケットの売り上げが封切りから 1週間
以上にわたり、上位 10位以内に入った作品のことである。2002-2008年に封切られた作品の 83%がこれ
に該当し、チケットの全売り上げの 96%を占めていた。 
6 「喫煙(タバコ)関連シ-ン」の数は、喫煙シ-ンの前後関係を考慮して、二つの方法でカウントした。一つ
は米国ダ-トマウス大学のカウント方法で、映画の一場面で一人の登場人物が喫煙している場合、カメラが
喫煙者と非喫煙者を何度も交互に写しても、それを 1シ-ンとカウントした。二つ目の方法は、Thumbs Up! 
Thumbs Down! Project (http://www.scenesmoking.org) と米国 CDCが用いた方法で、喫煙場面が写る毎
に 1シ-ンとカウントする。後者は前者の 3-4倍のカウント数となっていたが、相関関係はきわめて良好だ
った。いずれの方法によっても、喫煙シ-ンの増減を追跡する上で妥当な結果が得られた。この二つの方法
に関する詳しい検討結果は付属書 1を参照のこと。 
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! R： Restricted: children under 17 must be accompanied by a parent or adult guardian18 才未

満児の視聴は、親あるいは成人の保護者の付き添いが必須 

! NC-17:  No one under 17 admitted 18 才未満の視聴禁止(32 ) 

2002-2014 年に、米国で公開された映画の 21%は G あるいは PG、45%は PG-13、33%は R で、

NC-17 は皆無に近かった(11)。 

イギリスのレ-ティング制度 

イギリスの映画のレ-ティングは、イギリス全体の映画レ-ティングを統一して行うために 1912 年に

設立された独立の民間組織；全英映像等級審査機構が行っている。この機構のレ-ティングは、

上映許可を与える地方評議会に対する単なる助言にすぎない。したがって、映画上演に関する法

的権限は地方評議会が持っており、この機構がいかなるレ-ティングを行おうとも､それが地方評

議会によって却下される可能性もある(148)。地方評議会はおおむね全英映像等級審査機構のレ

-ティングを追認してきたが、それを否定する地方自治体は多い。2014 年 11 月現在、この機構の

“18”指定(米国の R に匹敵)のクライテリアは次の通りである： 

本機構が、個人あるいは社会に対して有害影響を及ぼすと判定した物あるいは行為､たとえ

ば、公衆の健康やモラルに対して有害な影響をもたらす暴力的あるいは危険な行為を詳しく

描くあるいは違法薬物を使用する内容である場合。 

 

2003 年の調査で、直近の 5 年間に公開された映画 532 本に 3830 の喫煙シ-ンがあった。これら

の映画を見た米国の若者は 60 億回以上7喫煙シ-ンにさらされた(33)。最高売上の映画 1 作品当

たり 1 億回以上、最も人気のある俳優一人当たり 5 千万回の喫煙シ-ンばく露がもたらされていた。

全俳優の 1.5%が喫煙シ-ンの 4 分の 1 に関わっていた。 

 

若者の喫煙シ-ン曝露量は、映画館の観客の年齢構成と興行収益という公表された資料からも推

定できる。米国の 12-17 歳の若者が自宅とモ-ビルスクリ-ンで視聴する映画の本数は毎年 20 本

であり、彼らはよく映画館に行く階層としても知られている。この年齢層の若者は米国民のわずか

8%に過ぎないが、映画観客の 15%を占めている。これらの若者は年に 11 回映画館に行っており、

2008 年には、よく映画館を利用する観客の 2 割を占めている(34)。2014 年に、18-24 才の米国の

若者は、それ以外の年齢層の 2 倍の頻度で映画館に通っている(35)。 

 

2005-2006 年の調査では、米国の映画館の G と PG 指定映画の 30%近く、PG-13 指定映画の 20%

以上、R 指定の 10%以上を若者が視聴していた(36)。2005-2006 年に、12-17 歳の若者は 42 億回

                                                   
7 喫煙シ-ンの曝露回数は一作品当たりの喫煙シ-ン数に映画の有料視聴者数を掛けて算出した。例えば、10
回の喫煙シ-ンのある映画を 500万人が見たとすれば、5千万回、50回の喫煙シ-ンのある映画を 300万人
が見た場合 1億 5千万回の喫煙シ-ンの曝露があったと計算する。視聴者数は、映画が公開された年の興行
収入を平均入場料金で割って概算した。米国の National Association of Theatre Ownersが平均入場料金
を決めている(http://www.nato-online.com)。年令群別の喫煙シ-ン曝露数は、レ-ティングに基づいた観客
の年齢構成から推計した。 
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喫煙シ-ンに曝露されたが、そのうち 18%は G と PG 指定作品、57%は PG-13 指定作品、25%は喫

煙シ-ンの多い R 指定作品視聴によるものだった。映画館における喫煙シ-ンの 19%は若者に向け

て放映されていた。一方、6-11 歳のこどもへの曝露量は 8%、18 億回だった。 

 

2005-2014 年に、喫煙シ-ンの減った時期があった(10)。G と PG 指定の作品の喫煙シ-ンの減少

が目立っていた。2005-2006 年の若者向けと成人向けの作品視聴の年齢層分布を 2013-2014 年

に当てはめると、この時期に米国の若者は 31 億回の喫煙シ-ンに曝露されたことになる。内訳は、

G と PG 作品から 1%、PG-13 作品から 46%、R 指定の成人向け作品から 52%である。若者は映画

館における喫煙シ-ンの 16%、6-11 歳時は 3%(7 億回)を視聴していた。しかし、今後、子どもと若者

の喫煙シ-ン曝露が増えるのか減るのかは予測が難しい。何故なら、映画を見る場所が映画館か

ら、インタ-ネットなど多様なメディアに急速に移行しつつあるからである。 

 

134 人の大学生にモバイルを渡して、どれだけ喫煙やタバコ使用を奨励する情報に遭遇したかを

21 日間記録させたところ、タバコの小売店におけるものが 66%と一番多かったが、テレビや映画の

喫煙シ-ンに遭遇したと答えも 20%あった(37)。 

 

映画の予告編も若者に喫煙のメッセ-ジを届けている。2001 年にテレビで放送された 216 の映画

予告編の 14%に喫煙シ-ンがあった(38)。その年に、若者は 2 億 7 千万回予告編の喫煙シ-ンを見

せられたことになる。若者に予告編の喫煙シ-ンに対する感想をただしたところ、タバコを吸う俳優

の方が魅力的に見えたと答えるものが多かったという(39)。 

 

喫煙シ-ンのあるハリウッド映画は、タバコの宣伝と販売促進を強力に禁止している国々を含め全

世界で毎年数十億ドルも稼いでいる(米国製映画の喫煙シ-ンの世界への拡散状況については

Box2 参照)。例えば、2014 年、中国では米国映画「Transformers: Age of Extinction」は、3 億 1 万

ドルの利益をあげたが、中国の観客は 26 億回の喫煙シ-ンを見せられた8(31)。 

 

米国以外で作られた映画でも、ハリウッド映画以上に喫煙シ-ンがある 

ハリウッド映画以上に喫煙シ-ンの多い映画を作る国もある。例えば、欧州 6 か国(ドイツ、アイスラ

ンド、イタリア、ポ-ランド、オランダ、イギリス)および中南米 2 国(アルゼンチン、メキシコ)の最高興

行収入を上げた映画の喫煙シ-ンを調べると、明らかな地域的特徴が浮かび上がった(40)。アイス

ランドとアルゼンチンの映画全体の 94%、若者向け映画の 88%に喫煙シ-ンがあった。それ以外の

国々の映画の喫煙シ-ン出現率は米国映画と同じ(オランダ、イギリス)かそれよりも多かった(ドイ

ツ、アイスランド、イタリア、メキシコ、ポ-ランド)。これらの国々の若者向け映画の喫煙シ-ンは米

国映画よりも多かった。 

                                                   
8 映画中の喫煙シ-ン出現回数(http://www.scenesmoking.org)に平均的入場料金
(http://www.hollywoodreporter.com)を掛けて算出。 
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映画のレ-ティング制度が若者の喫煙シ-ン曝露を左右する 

米国で R 指定とされている映画を若者向けとレ-ティングする国ほど、若者の喫煙シ-ン曝露が多

くなる。2004-2015 年に、カナダオンタリオ州と米国で人気のあった映画について調査すると、米

国で R 指定を受けた映画の 3 分の 2 がオンタリオ州では 18 歳以下の子どもが保護者の付添なし

に、自由に見てよいレ-ティングに指定されていた。その結果、喫煙シ-ンのある映画の 86%はオン

タリオ州では子どもが制限なく見ても良いとされていた。一方米国ではその割合は 55%にとどまっ

ていた9(41)。2001-2006 年のイギリスでは、米国で R 指定を受けた映画の 79%が、制限なしに子ど

もが見ても良いレ-ティングになっていた。その結果、イギリスにおける映画の喫煙シ-ン放映の

93%は子どもが制限なく視聴可能な映画を通じて行われていた。それにより、イギリスの子どもは

米国よりも 28%多く映画の喫煙シ-ンにさらされていた(42)。カナダとイギリスでは、子どもと若者向

け映画が喫煙シ-ンの主要な曝露源となっていた(図 2)。 

 

図 2：映画の喫煙シ-ン曝露源。 米英 2001-06 年、米加 2004-13 年。出典: Anderson et 

al ,  2010 

 

2004-2009 年に欧州と米国で上映された 464 本の映画の 69%に喫煙シ-ンがあり、喫煙シ-ンのあ

る映画の 85%は欧州では若者向けに指定されていたが、米国でその割合は 67%だった(43)。同様

に 2002-2009 年に米国で売り上げの多かった成人向け映画は、アルゼンチン、ブラジル、メキシコ

では若者視聴可となっていた(21)。喫煙シ-ンのある人気映画のうち、若者視聴可となっていた割

合は、アルゼンチン 75%、ブラジル 76%、メキシコ 87%であり、米国の 62%よりも明らかに多かった。 

 

                                                   
9 カナダの他の州でも事態は同様だった。http://www.smoke-free.ca/pdf_1/2010/tobaccovector.pdf 
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映画の喫煙シ-ンには若者の喫煙を増やす働きがある：その証拠 

NCI(1)（2008 年）、米国厚生長官(2)(2012 年)は、映画の喫煙シ-ンが若者の喫煙を増やしていると

の結論を出した。これらの報告書の発表後も、この結論を補強する幅広い証拠が集まっている。 

! 多くの若者が映画の喫煙シ-ンを見ている 

! 映画の喫煙シ-ンが若者の喫煙開始促進メカニズムを持つ事には強力な理論的根拠がある 

! 住民対象の科学的調査により、様々な社会文化的背景を越えて、映画の喫煙シ-ン視聴が

若者の喫煙と因果関係を持って関連することが明らかにされている 

! 間接的科学的調査でも、映画の喫煙シ-ンが若者の喫煙開始と関連する事が証明された 

! 全年齢層および若者の喫煙率は映画の喫煙シ-ンの増減と並行して変動する 

! 無作為化実験研究で、映画の喫煙シ-ンをみるほど喫煙開始意欲が増えること、そして映画

の喫煙シ-ン視聴前に、反喫煙 CM を見ると、前記の効果が減ることが示されている 

! 喫煙者に喫煙シ-ンを見せると喫煙者の脳の快楽を感ずる領域と手を動かす領域の活動が

亢進した。このことは、喫煙シ-ンが喫煙行動促進効果があることを示している。 

! 映画館の出口で喫煙者を調査すると、喫煙シ-ンを見た喫煙者の方がより喫煙渇望が強いこ

とが分かった。 

 

■ 住民対象の科学的調査により、喫煙シ-ンを見ると若者の喫煙開始が増加するこ

とが示された 

電話を通じて若者を調査した研究が数多くある。彼らが見た映画の題名、喫煙習慣と喫煙量をつ

かみ、彼らがどれだけ映画の喫煙シ-ンを見たかを推計する手法である。このような調査のほとん

どで、映画の喫煙シ-ン見る回数が多いほど、常習喫煙者になっていたことが量反応関係を以て

明らかにされている。 

 

実施された研究は､国別、方法別(ある時点での状態を調べる断面調査、映画の喫煙シ-ンを見た

若者の喫煙開始の状況を長期間追跡する調査)、喫煙状態(例：喫煙開始率、常習喫煙率など)別

にまとめられ検討された(図 3)。映画の喫煙シ-ン視聴が喫煙開始を促進するかどうかの断面調

査は、米国(29，44，45)、イギリス(46，47)、メキシコ(48)、大陸欧州諸国(49，50)、インド(51)で行わ

れた。 

 

米国の調査(45)では、映画の喫煙シ-ン視聴が増えるほど若年成人の喫煙率が高まっており、映

画の喫煙シ-ン視聴の影響が未成年者だけにとどまらないことを示していた。ハリウッド映画が、

西欧世界の若者の映画を通じた喫煙シ-ンの主なばく露源となっていた。インドでは、インド映画

が映画の喫煙シ-ン視聴の大部分を占めていたため、ハリウッド映画の問題だけにとどまらない

注意が必要である。 

 

図 3 映画の喫煙シ-ン視聴が若者の喫煙開始を増やしていることが明らかになった国、地域(グ
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レイで表示) 

 

映画の喫煙シ-ン視聴が若者の喫煙開始を増やしていることが明らかになった国、地域は以下の

通りである10： 

" 香港 " メキシコ " タイ 

" ドイツ " オランダ 

" アイスランド " ニュージーランド 

" イギリス（イングランド・ス

コットランド） 

" インド " ノルウェー " 米国 

" イタリア " ポーランド " ザンビア 

 

追跡調査(縦断調査)成績をまとめると、タバコを吸ったことのなかった者が映画の喫煙シ-ンを見

るほど、その後喫煙を開始する確率が高いことがわかった。映画の喫煙シ-ン視聴とその後の喫

煙開始率の関係を明らかにするための追跡調査は、米国(52-57)、メキシコ(58)、欧州(20，49)で

実施された。2010 年に、ドイツ、アイスランド、イタリア、オランダ、ポ-ランド、イギリスの 9987 名の

学生生徒を対象に大規模調査が行われた(49)。追跡開始から 1 年後、17%が喫煙を始めていた。

年齢、性、家族環境、学業成績、テレビ視聴時間、性格、友人・親・兄弟姉妹の喫煙習慣を調整し

た結果、喫煙に関連した映像ばく露が 1000 回増える毎に喫煙開始リスクが 13%増加していた。 

 

映画の喫煙シ-ン視聴が喫煙開始にとどまらず､常習喫煙につながる指標に影響を及ぼすかどう

かに関する調査も行われた。具体的には、過去 30 日間の喫煙(58，59)、生涯喫煙本数 100 本超

(60-63)と映画の喫煙シ-ン視聴との関連の検討である。10-14 才時(すべての子どもに喫煙歴無

し)に映画の喫煙シ-ン視聴歴が多いほど、8 年後の常習喫煙率が増加する事が報告されている

(61)。映画の喫煙シ-ン視聴量の 4 分位最多群が 8 年後に常習喫煙者になる割合は、最少群の 2

                                                   
10 詳細は右記参照：	 http://smokefreemovies.ucsf.edu/research 
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倍にのぼっていた。映画の喫煙シ-ンを多く見るほど、喫煙への肯定感が増えていたことを明らか

にした研究も複数報告されている(64-66)。映画の喫煙シ-ン視聴が喫煙行動を増やす理由の一

つとして、喫煙への否定感が減ったことを指摘する研究も多い(45，48，65-67)。現在までに 24 件

の研究が公表されているが、若者の映画の喫煙シ-ンばく露がその後の喫煙開始と関連しないと

いう結論が出されたのは、スコットランドにおける断面調査一件11(68)だけで、残り 23 研究はすべ

て若者の喫煙シ-ン視聴が喫煙開始を促進するという一致した結果となっていた。 

 

したがって、映画の喫煙シ-ン曝露が若者の喫煙開始を増やすことは、調査のデザインが異なっ

ても、多くの交絡因子が介在していても、調査対象の若者の属する国、地域、年齢層が異なって

も、視聴する映画がハリウッドであろうと、ボリウッドであろうと、自国のものであろうと、一貫して示

されている。映画の喫煙シ-ン視聴と若者の喫煙の関連が強力でゆるぎない証拠によって示され

たため、映画の喫煙シ-ン曝露は喫煙する友人(peer)を持っていることに匹敵する喫煙開始の危

険因子であると云うことができる。この意味で、若者の行動に影響を与えるマスメディアの力の源

は、「super peer」としての映画スタ-の存在であるという主張もなされている(69)。 

 

2012 年に米国で行われた住民対象調査の結果、映画の喫煙シ-ン視聴が若者の喫煙開始の

37%(95%信頼区間 25-52)に関与していることが明らかになった(70)。喫煙シ-ンの視聴源は主に若

者向け映画だったが、米国の若者の長期間追跡調査によれば、喫煙シ-ンのある作品を若者視

聴可能作品から除外すると(すなわち、喫煙シ-ンのある映画を R 指定とする)、米国の若者の喫煙

率が 18%減るだろうと推計されている(71)。米国の映画作品は世界中で視聴されており、米国で R

指定の作品でも、外国では視聴制限が緩和されることが多いので、若者が喫煙シ-ンを見る機会

は増えるという現実がある。したがって、米国の若者向け映画から喫煙シ-ンをなくすなら、他の

国々の若者喫煙開始予防に大きく貢献することになる。 

 

■ 他の喫煙開始促進因子がない若者ほど映画の喫煙シ-ンに大きな影響を受ける 

他の喫煙開始促進因子がない若者(つまり、学業成績が良好で、経済的に恵まれており、リスク

行動志向性がなく、親がタバコを吸わないなど)ほど、映画の喫煙シ-ンに大きな影響を受けること

がいくつかの研究で明らかになっている。例えば、ドイツと米国の若者は、親がタバコを吸ってい

ない場合、映画の喫煙シ-ン視聴により喫煙するリスクが高くなっていた(20)。また、刺激を求める

性向の低い米国子どもほど、映画の喫煙シ-ン視聴によりタバコに手を出しやすくなっていた(60)。

これらの知見から、映画などのメディアは政治 CM と似ているという見解も出されている。つまり、

ある行動を実行するかどうか心を決めていない者は、何かに反抗したりこだわりを持つ者よりも、

映画などのメディアの影響を受けやすいという考え方である(72)。 

 

                                                   
11 このスコットランド研究では、回答者の多くが毎日喫煙者であり、喫煙常習化の根本原因が(映画の喫
煙シ-ン曝露よりも)ニコチン依存症にあると考えられる。 
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人種や民族の違いを検討した調査もある。欧州連合の子どもについては、映画の喫煙シ-ン視聴

の影響が民族や人種によって異なる事はなく(73)、映画の影響に関する人種や民族差はないと思

われる。米国での調査では、映画の影響が、白人と高収入階層の子どもに強く(75)、黒人の子ど

もでは弱かった(72)。この点をさらに詳しく調査すると、黒人の子どもが強く影響されるのは、黒人

の俳優の喫煙時あるいは黒人向けの内容である場合だけだった(57)。 

 

自分と同じ文化的背景を持つ者が喫煙するシ-ンに強い影響を受ける事も明らかにされている。

従って、世界のどこの国でも、自国の俳優が､同じ文化的環境のもとで喫煙を行っている映画ほど、

若者の喫煙開始に強い影響を与えると言える。先に述べたように、ラテンアメリカ(アルゼンチン、

ブラジル、メキシコ)と欧州(ドイツ、アイスランド、イタリア、オランダ、ポ-ランド、イギリス)の映画に

は米国映画よりも多くの喫煙場面が含まれていた(40)。これらの国々の若者は自国の映画作品

視聴によって、喫煙シ-ンをより多く視聴したことになる。 

 

 

 

■  喫煙シ-ンばく露を間接的に評価した研究 

映画の喫煙シ-ンばく露を間接的に評価した研究からも、喫煙シ-ンばく露量を直接的に評価した

研究と一致した成績が得られている。親から大人向け映画の視聴を制限されている子どもほど喫

煙率が低いことが多くの研究で明らかにされている(75-80)。お気に入りの俳優に喫煙者が多い

若者ほど、喫煙率あるいは喫煙受容度が高い事を明らかにした研究も 2 件ある。映像メディアの

喫煙シ-ンにどれくらい気がついているかを尋ねるだけの調査研究もある(81-88)。香港、タイ(82，

83，89)、ザンビア(88)の若者で映画の喫煙シ-ンを多く見たと答えた若者ほど喫煙率が高かった。

米国 CDC、Prevention National Youth Tobacco Survey、 Global Youth Tobacco Survey が共同し

て、タバコの宣伝へのばく露度を評価する質問に次の項目を追加した：「テレビ、ビデオ、映画を見

ているとき、俳優が喫煙している場面をそれぞれ何回見ましたか？」(90) その結果、低～中所得

国 30 か国の若者では、映画がもっとも喫煙場面が多いことがわかった。「時々」あるいはそれ以

上の頻度と答えた若者は、レソトで 78.4%、ベリ-ズで 97.8%だった。2012 年に米国ＣＤＣと

Prevention Youth Tobacco Survey が行った調査では、喫煙する俳優の目撃率とタバコへの関心

度が相関していた(86)。 

 

■  映画の喫煙シ-ンが減ると若者の喫煙率も減った 

2009 年に、1990-2007 年の米国の人気映画年間上位 25 作品中の喫煙シ-ンの量と若者の喫煙

率のトレンドを比較した Monitoring the Future survey という調査の結果が発表された(91)。1996 年

以降、平均喫煙シ-ン量の低下に伴い、若者の喫煙率が低下していた。この両者の低下トレンドに

は多くの要因が働いていたと思われるが、この二つの指標が並行して低下したことは、映画が若

者喫煙の促進因子であるという仮説を裏付けるものである。1950-2006 年というより長期的スパン
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で、年間収益上位 30 作品中の喫煙シ-ン量との関連を検討した研究がある(92)。1964 年以降、映

画の喫煙シ-ンが減るとともに、米国成人の一人あたり喫煙本数も減った。このような事実もあり

ながら、映画の喫煙シ-ンは若者にとって主要な喫煙促進因子である。 

 

■  無作為化試験 

これらの一般集団対象疫学調査成績と合致する結果が、実験的研究から得られている。映画の

喫煙シ-ンを見た子どもでは喫煙の受容性が高まるというものである(93)。しかし、以前の実験的

研究では、疫学調査結果と十分に合致する結果は得られていなかった。8-10 才の小児 101 人に

喫煙シ-ンのあるマンガやファミリ-向け映画を見せても、その後の喫煙志向度の上昇は観察され

ず、わずかに、喫煙に関する社会通念の認識だけが有意に変化したにとどまっていた(94)。同じ

研究チ-ムが行った二つの調査では、映画の喫煙シ-ンの影響を計測するために、喫煙者に喫煙

シ-ンのある映像とない映像を見せ、視聴中は自由に喫煙してよいことにした。大人の喫煙者を対

象にした実験では、映像の内容に興味が持てない喫煙者ほど、喫煙シ-ンを見た後喫煙をする者

が有意に多かった(95)。しかし、同じ実験を若者の喫煙者で行うと、喫煙シ-ン視聴直後に喫煙す

る者が増えることは観察されなかった(96)。後述する映画館出口調査の結果と異なり、喫煙映像

を見せられている最中あるいは終了直後でも、成人喫煙者の喫煙渇望が増加しなかったという実

験結果が二つの研究で示されている(97，98)。若年成人喫煙者に喫煙シ-ンを組み込んだ映像を

見せると、喫煙シ-ンのない映像を見せられた時よりも、休憩時間中と視聴終了後に喫煙を行う頻

度が高まったという(55)。米国の中学生を対象にした実験によると、喫煙シ-ンの内容が将来の喫

煙行動に影響することが分かった。特別な理由や動機がなくタバコを吸う場面を見たこどもよりも、

タバコを吸うと大人になった気がするとかストレスが解消されるというスト-リ-の映像を見せられた

こどもの方が、将来常習喫煙者になるリスクが高いことが分かった(99)。 

 

■  注意バイアスと脳機能研究 

喫煙者は喫煙シ-ンに注目しやすいのか、あるいは喫煙者の脳は喫煙シ-ンに反応しやすいのか

を明らかにする研究が行われてきた。視線追跡装置を使って、映像のどこを見ているかを調べた

調査がある(100)。非喫煙者と比べて、喫煙者は喫煙映像をより早く補足し、長時間追い続けるこ

とが分かった。右手利きの喫煙者に喫煙関連映像を見せると(56)、渇望を示す大脳領域と、右手

の運動を司る前頭葉前領域の活動が亢進した。これは、タバコを吸う俳優を見た喫煙者が、それ

に反応してタバコに火をつける動作の準備をしたことを意味する。この刺激-反応研究によって、と

りわけ喫煙者は、喫煙映像を見せられることで、喫煙行動が励起促進されるという生物学的メカ

ニズムが働くことが明らかになった。 

 

■  映画館出口調査(および上映前の禁煙 CM 視聴がもたらす影響) 

ドイツで大きなシネコンから出てきた 536 名の観客に喫煙渇望を質問する研究が行われた(101)。

視聴した映画のレ-ティング、年令、性、前回の喫煙からの経過時間、喫煙依存指数(0～6 点)を調
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整した結果、映画の喫煙シ-ン視聴が喫煙渇望指数(0～10)を 0.81 有意に増加させることが示され

た。ちなみに、喫煙依存指数が 0 から 3 に増えると、喫煙渇望指数が 2 増加していた。 

 

喫煙シ-ン視聴が喫煙を促進するならば、喫煙シ-ン視聴前に反喫煙メッセ-ジを見せると、その効

果が減殺されるという可能性がある。若者に反喫煙 CM を見せておくと、その後の喫煙シ-ン視聴

の影響が帳消しになるかどうかを実験した研究がある(102)。その結果、喫煙シ-ンを見た若者は、

タバコを吸うと社会的地位が高くなり、喫煙をしたいという気持ちが高まるが、事前に反喫煙 CM を

見た場合、そのような喫煙促進効果が消去されていた。オ-ストラリアから、映画の喫煙シ-ン視聴

による若者の喫煙受容性と喫煙開始意向が反喫煙 CM の事前視聴でどのように変化するかを調

査した研究が 2 件報告されている(103,104)。いずれの研究でも、非喫煙者では、反喫煙 CM が映

画の喫煙シ-ンについて同意しない反応を示したが、喫煙者では、反喫煙 CM の効果は観察され

なかった。ドイツで 4 週間にわたりシネコンの観客 4073 名を対象とした調査が行われた。1 週目と

3週目の観客に対しては、喫煙の健康影響と禁煙勧奨のCMを事前に放映した(介入群)。2週目と

4 週目の観客に対してはそのような CM 放映は行わなかった(105)。性別調整後、反喫煙 CM を事

前視聴した観客は、視聴しない観客よりも、映画の喫煙シ-ンをよく覚えていたが、喫煙シ-ンに対

する共感は少なく、喫煙そのものに対する親和性も低かった。喫煙者では、映画の喫煙シ-ンを見

ると、喫煙への渇望が増えており、事前に禁煙 CM を見ても見なくとも違いが無かった。これらの 3

つの実験結果は、映画の上演前に禁煙 CM を放映すると、非喫煙者の喫煙志向を防ぐ効果があ

ったことを証明しており、この喫煙防止対策が有効である証拠となっている(106)。 

 

映画の喫煙シ-ンが、タバコを吸うことが社会的に普通の事かそうでないかどうかの認識形成(94)

と、喫煙の有用性・有害性の認識、そして自分自身がタバコを吸うかどうかの選択に影響すること

が実験的および観察的研究で明らかにされている(48，64,102)。映画の喫煙シ-ンは現実世界と

は全く違う。一番喫煙率が高いのは低社会階層であるが、映画の登場人物は、社会階層が高く、

タバコを吸うという設定になっている(107)。おまけに、喫煙による悲惨な健康影響の事はほとんど

描かれない(107-110)。若い人々は、セレブのような人物、仲間になって自己確認をしたいと願うも

のである。映画は、自分のアイデンティティを確立したいと願っている若者に、ルックス、態度、行

動のサンプルに加え、魅力的な奴は必ずタバコを吸っているという架空の現実も提供してきた。 

 

 

■ 

1.3 映画の問題はタバコ規制対策から漏れていました 

伝統的なタバコ宣伝は規制されてきたが、映画を通じたタバコの宣伝を規制する政策

はほとんどなかった 

タバコの宣伝、販促、スポンサ-活動規制に関する WHO FCTC ガイドラインは、映画、劇場、スポ-

ツ試合などの娯楽メディアにタバコが露出することそのものがタバコの宣伝販促であると言明して
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いる。にもかかわらず、映画におけるタバコ出現シ-ンはほとんど規制がなされてこなかった。 

 

米国ではテレビやラジオを通じたタバコ製品の宣伝が禁止された 1978-1982 年期の後でも、米国

の 4 代タバコ企業は、映画へのプロダクトプレイスメントの契約を確立した(111)。1994 年には、映

画産業と共同することも文書で確認された。1998 年に米国の州検事総長と国内タバコ産業の間

で締結された Master Settlement Agreement は、18 歳以下の子どもがアクセス可能な娯楽メディ

アにおけるタバコ製品のプロダクトプレイスメントの禁止を打ち出した(112)。 

 

トラディショナルなメディアを通じたタバコの宣伝ができなくなったため、タバコ産業は、インドの映

画状況を調査して、新たな宣伝手法を見出した。2004 年にインドのすべてのメディアを通じたタバ

コ宣伝が禁止されたが、その代わりに、ボリウッド映画にヒンズ-語によるタバコ銘柄の挿入を爆

発的に増やした。プレミアムシガレットの広告枠は、BAT およびそのインドにおけるパ-トナ-のイン

ディアンタバコカンパニ-と、競争相手のフィリップモリスインタ-ナショナルグル-プの間でほぼ折半

された。自由貿易協定締結によるインド市場へのこの競争相手の参入は、インドのタバコ宣伝禁

止法成立と同時期だった(113)。 

 

タバコの広告宣伝が禁止された国々でさえ、映画におけるタバコの露出は放置され、喫煙を奨励

する誤ったメッセ-ジが送り続けられていた。イギリスでは、ほとんどのタバコ宣伝が法律で禁止さ

れたが、2001-2006 年にイギリス基準で若者視聴可能とされた米国映画の 87%に喫煙シ-ンの露

出があった(42,114)。オ-ストラリアでは、2008 年に、人気映画の 70%に喫煙シ-ンがあった。そのう

ち 75%は PG 分類映画だった(115)。カナダオンタリオ州では、2004-2013 年に、若者視聴可の映画

の 85%と年齢制限なしと PG 分類の映画の 3 分の 1 に喫煙シ-ンが含まれていた(41)。他の宣伝メ

ディアを通じたタバコの宣伝が効果的に禁止された国々では、映画を通じた喫煙シ-ンが若者に

対するタバコ宣伝の主流となった。タバコの直接的売り込みが禁止されると、映画を通じた喫煙イ

メ-ジの拡散が増加し、映画を含む娯楽メディアがマスメディアを通じた若者への喫煙イメ-ジの普

及を担う主要なル-トとなった。このように、直接的伝統的タバコ宣伝が禁止されるにつれて、映画

を通じた喫煙イメ-ジの拡散がタバコ宣伝の上で相対的に大きな比重を占めるようになった。 

 

喫煙シ-ンを含む映画に国が補助金を出している 

国は、映画作品の流通と振興の目安のために、視聴条件の分類を行うだけでなく、国内と外国映

画の振興のために、補助金や免税措置を行っている。国内映画の保護あるいは、特定言語によ

る映画製作を支援するという目的でこれらの措置を行うこともある。多額の予算を要する国際的な

映画製作に対する公的補助金は、自国でのロケを獲得するために、あるいは間接的に自国の映

画会社を支援するために支出されることもある。2010-2014 年に、15 の国と地域が、681 作品のう

ち 86%を制作するプロデュ-サ-に 51 億ドルの補助金を提供した。多くは米国の制作会社であり、

その映画はカナダと米国の最高収益を稼いでいる。この補助金を受けた映画の 53%に喫煙シ-ン
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が含まれていた。5 年以上の間に、税額控除後 24 億ドルの補助金を受けた映画作品の上映によ

り、3250 億回の喫煙シ-ン視聴が世界中で行われたことになる12。 

 

2010-2014 年の喫煙シ-ンを含む最高収益映画への補助金の 94%はオ-ストラリア、カナダ(政府、

州)､フランス、ニュ-ジ-ランド、イギリス、米国(州)から支出されていた。米国(州)から補助金総額

の 56%(13 億ドル)が喫煙シ-ンのあるトップヒット映画に支出されていた13。この結果、米国の諸州

が 2010-2014 年に喫煙シ-ンを含む最高収益映画に給付した補助金総額は、同期間のタバココン

トロ-ル予算総額(13 億ドル)に匹敵していた(117)。(付属書 2) 

 

政府からも補助金をもらっている国内の小さな映画会社について論ずる。Argentine National 

Institute of Cinema and Audiovisual Arts は国内の映画会社に補助金を出している(年 50-70 作

品)(22)。メキシコの大部分の映画作品は Mexican Institute of Cinematography の補助を受け、制

作、配給、上映コストの補填にあてている。さらに、メキシコの映画会社に投資した企業は減税し

てもらえる。この組みがあるため、メキシコの映画産業と様々な製品を作る企業との関係が緊密と

なってきた(23)。巨額の制作費と宣伝費用を使うインドや米国の映画に押されて､観客獲得に苦労

している国内の映画産業にとって、政府の補助金は不可欠である。図 4 に 2010-2013 年に最高収

益作品に補助金を出している国と地域を示した。(グレイ表示) 

 

図 4 2010-2013 年に最高収益作品に補助金を出している国と地域 

                                                   
12 カナダと米国における視聴者数(12.7億人)と海外における視聴者数(52.8億人)に基づいて、海外市場に
おける米国映画のシェアを勘案して算出した。 
13 補助金額は、公表された映画制作費に補助率 17.5%をかけて算出した。補助率は地域によって 20-40%
の幅で異なり、それぞれの補助金制度毎に､受領に「該当」「認定」とされた制作費を基準に算定される。

公表された映画制作費を、補助に該当する「認定」費用額総計と比較した結果、公表された映画制作費の

補助率を 17.5%とすることが妥当と考えられた。ただし、2010-2014年にカリフォルニアで制作され、州
の補助の対象外とされたアニメ作品 34点(6%に喫煙シ-ン)と 7500万ドル以上の制作費がかけられた 24作
品(17%に喫煙シ-ン)は計算から除外した。2010-2014年にカリフォルニア州の補助金を受けたトップヒッ
ト映画 90点の 60%に喫煙シ-ンが含まれていた。 
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グレイ表示されているのは、米国映画に補助金を出している国・地域である。ハリウッド映画、ボリ

ウッド映画以外にも、国内の映画産業に補助金を出している国は表示していない。 

 

 

 

映画会社「喫煙シ-ンが不可欠な場合がある」という映画会社の主張と表現の自由の

問題 

映画会社の代表は、しばしば、映画のシナリオ上、喫煙シ-ンが不可欠な場合もあると述べる。Ｗ

ＨＯ ＦＣＴＣは、タバコの宣伝、販売促進、スポンサ-活動の包括的禁止に当たって、合法的な表

現･言論を阻害してはならないと述べている。しかし、映画における喫煙シ-ンは、現実とは裏腹の、

紙巻きタバコの宣伝と大差ないイメ-ジで表現されており、タバコ使用がもたらす悲惨な健康被害

を正しく表現したものではない。映画の喫煙シ-ンを制限することが表現の自由の侵害であると懸

念を示す人々はタバコ産業の内外にいる事は事実である。しかし、これらの懸念の大半は、映画

における喫煙シ-ンを減らすための方針提言の誤解に基づくものである。 

Ｂｏｘ2 

米国映画のタバコのイメ-ジは世界全体に影響 

米国の会社が作った映画の喫煙シ-ンは世界中に広がる。2010-2014 年の毎年の売上上位 75 作

品の 97%はアメリカで作られたものである。米国映画の収益は、国内 39%(417 億ドル)、国外

61%(666 億ドル)である(www.boxofficemojo.com)。欧州連合での 2014 年の売上高上位 25 作品の

うち、米国映画が 23 作品を占め、入場料収入の 63%を稼いでいた。この数字は、ロシア連邦で

71%、カナダで 89%、ラテンアメリカ諸国で 89%、オ-ストラリアとニュ-ジ-ランドで 88%だった。アジア

でも米国映画のシェアは高く、中国、インド、日本、韓国では 40%にのぼった(www.obs.coe.int)。

2010-2014 年に、米国映画は、全世界で 2250 億回の喫煙シ-ンを世界中に拡散した。この数字

は、米国映画が国内で放映した喫煙シ-ンの 2.5 倍にあたる。(試算の詳細は脚注 13 を参照の事) 
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中国とインドは他の地域とは異なった状況にある。インドは世界最も多く映画を作る国で、海外映

画のシェアは 10%以下で、20 の言語で映画を作っている。2014 年、日本での最高売上映画 20 作

品中米国映画は 6 作品に過ぎない(16)。中国とインドの保健専門家と政策立案者は、国境を越え

て、ホ-ムビデオやモバイルで視聴できる映画作品のオンデマンド配信と国内映画における喫煙

シ-ンを問題にしている。 
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2.若者を映画の喫煙シ-ンから守るための

対策 
 

映画の喫煙シ-ンは、若者の喫煙開始を促進するという利益をタバコ産業にもたらしている。した

がって、WHO FCTCが実行を求めている包括的タバコ対策戦略の一環として、映画の喫煙シ-ン

を規制することが必要である。 

 

映画の喫煙シ-ンがタバコ売込み戦略の主柱となっているという差し迫った状態に至ってはいない

としても(12,111)、映画の喫煙シ-ンがきわめて多くの若者に視聴されている実情を見ると、若者に

対する映画の喫煙シ-ン曝露を大きく継続的に減らす対策を実施する必要がある。スポ-ツや音楽

イベントにおけるタバコ産業の後援活動を禁止する国が広がっているが、映画は、青少年に喫煙

シ-ンを広めているにもかかわらず何の規制も受けていない最後の領域となっている。タバコの販

売促進業界(118)は、ブランド品であろうとなかろうと、映画の喫煙シ-ンによって利益を得ている。

当時のフィリップモリス・インタ-ナショナル会長で、のちにフィリップモリス社(のちにアルトリアに社

名変更)のCEOとなったHamish Maxwell氏は、このことを1983年に認識していた。喫煙が社会から

追い出されないための方策について彼はこう述べた。「大事なことは、映画に紙巻きタバコが映る

ように新手を考えることだ。」(119) 

 

政策立案者は、メディアの進歩の急速なことをしっかり考慮して、タバコ製品や喫煙シ-ンの視聴

を可能とする新たなプラットホ-ムがこれ以上増えないように「将来にわたって大丈夫な解決策」を

準備する必要がある。2005年から2013年までに、インタ-ネットの出来る家庭は18%から40%と2倍

以上に増え、2013年時点で4人に1人以上はスマホを所有するようになった(26)。インタ-ネット環境

は世界人口の7%(2000年)から、40%(2013年)をカバ-するまでに増えた。携帯電話所有率は2000年

12%、2013年93%と増え、4人に1人以上はスマホでビデオを見ることができるようになった(27)。映

画スクリ-ン数は2009年から2013年までに12%増えた。中国では40%増、ロシア連邦では13%増だっ

た。デジタルあるいは3D映写機台数は2009年に10万台以下だったが、2013年には、9割以上がデ

ジタル映写機となった(24)。世界規模で、ハイグレ-ドな映像の映画をインタ-ネットで手軽に、お好

み次第でダウンロ-ドできる時代になり、映画をいつ、どこで、どのようなメディアで見るかについて

バラエティのある選択が可能な状態に突入しつつある。 
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■ 

2.1 喫煙シ-ンのない映画とWHOタバコ規制枠組み条約 

WHO FCTCは2005年2月27日に発効した。2015年9月までに、180か国が条約締約国となっている

(3)。WHO FCTC第13条では、締約国に、条約批准後5年以内に、タバコの宣伝、販売促進、スポン

サ-活動の包括的禁止を実行するよう義務付けている。第13条では、国境を越えたタバコの宣伝

を禁止することも義務付けている。この措置によって、宣伝と販売促進を国内法で禁止した国の

領域内に、他国からタバコの宣伝が流入することを防ぐことができる。2008年11月、WHO FCTC第

3回締約国会議において、第13条施行ガイドラインが採択されている(4)。 

 

WHO FCTC第1条の定義によれば、タバコの宣伝、販売促進、スポンサ-活動の包括的禁止とは、

タバコ製品とタバコ製品の使用を促進するあるいは、促進する結果をもたらす可能性のある、直

接的、間接的な、あらゆる形の商業的情報伝達、勧奨、活動、イベントを意図的に推進することを

禁止するという意味である。映画は商業的情報伝達機能を持っており、前記の定義からするなら

ば、映画の喫煙シ-ンはWHO FCTCが義務付けている包括的禁止事項に当然含まれることになる。

さらに、第13条ガイドラインは、包括的禁止の対象を、伝統的なメディア(印刷物、テレビ、ラジオ)

に限定せず、インタ-ネット、モバイルフォンをはじめとした新たなテクノロジ-を用いたメディア、そ

して映画もカバ-するよう述べている。 

 

また、第13条第4項(e)には、「ラジオ、テレビジョン、印刷媒体及び適当な場合には他の媒体(例え

ば、インタ-ネット)におけるタバコの広告、販売促進及び後援について、五年以内に、包括的な禁

止を行い、又は自国の憲法若しくは憲法上の原則のために包括的な禁止を行う状況にない締約

国の場合には、制限すること」とあり、憲法上の誓約で「禁止」できない国においても「制限」あるい

は規制を行うことがWHO FCTCの条約上の義務となっている。 

 

また、第13条4項(a)には「虚偽の、誤認させる若しくは詐欺的な手段又はタバコ製品の特性、健康

への影響、危険若しくは排出物について誤った印象を生ずるおそれのある手段を用いることによ

ってタバコ製品の販売を促進するあらゆる形態のタバコの広告、販売促進及び後援を禁止するこ

と」と書かれてあり、映画の喫煙シ-ンは、まさにこの条文に違反していることになる。ちなみに、

1999年以降の米国映画で喫煙シ-ンのある950作品の中で、喫煙するキャラクタ-がタバコ関連疾

患で苦しむ内容は極めて少なかった。稀有な例として「Constantine」 (Time Warner社制作, 2005

年, R指定)と「The constant gardener」 (英独合作, 2005年, R指定)の2作があり、両方とも、喫煙す

る人物が肺がんを患っているという設定である。映画の中で、喫煙人物に向かって、タバコがから

だに悪いと呼びかけるシ-ンがあるが、無視されたり、そんなことはないだろうと喫煙者が返事をす

るにとどまっている。 
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次のセクションで、メディア環境や政府の政策の違いを考慮した、効果の実証された対策と実行

の勧告について述べる。 

 

■ 

2.2	 主目的と対策の基本  
対策を進めるに当たり、国内の状況と国際的展望を考慮する必要がある。証拠に基づき、しっか

りデザインされ公衆保健対策を実行することで、自国と全世界の人々の健康を改善することがで

きる。映画の喫煙シ-ンを減らす活動の第一目的は、子どもと若者への喫煙シ-ン曝露を継続的に

しっかり減らすことである。この目的の実現に合致するように、政策の実行可能性、合法性、持続

可能性、コストを評価検討する必要がある。その際、二つの原則に沿って検討する必要がある。 

 

" 原則1：「源から変える」の対策を目指す 

映画産業のモチベ-ションを変えて、有害なコンテンツを作らないように誘導すること(「上流対

策」)。有害なコンテンツを避ける義務(「下流対策」)を映画を見る若者と親に押し付けないこと。

映画の喫煙シ-ンを見ると、喫煙開始が促進される。したがって、喫煙開始という健康リスクを

こどもに押し売りをして儲けを得ている映画産業には、このような健康リスクを押し売りせず

に営業を行う義務がある。 

 

" 原則2：国内の対策を梃子にして、世界全体を変えることを目指す 

ひとつの国で映画の喫煙シ-ンをなくする対策が実現すると、世界中の若者の健康を守るこ

とにつながる。子どもや若者視聴可の米国映画の喫煙シ-ンが大幅に減るなら、ハリウッド映

画の人気が高い国々でも、子どもや若者の喫煙シ-ン曝露が大きく減る。フランス、インド、イ

ギリスなど映画作品の輸出の多い国々で、国産映画の喫煙シ-ンが減ると、同じ効果が世界

中にもたらされる。ハリウッド映画の輸出先である国々で、映画のレ-ティングが喫煙シ-ンの

有無で大きく変更されるようになったり、喫煙シ-ンのある映画は補助の対象としない等の米

国映画の製作配給に大きな影響を与える対策が実行されたなら、ハリウッドをはじめとした

映画製作会社は、これらの国の要請に沿って映画の喫煙シ-ンをなくすことが公益に叶うと判

断するようになるだろう。この意味で、映画製作大国の中国とインドには、このような対策を実

行する先駆的役割を果たすことが期待される。さらに、国際的取り組みが進めば、映画市場

が大きくないためにメジャ-な映画会社にはたらき掛けることの難しい国々の映画の無煙化

が促進されるだろう。 

 

■ 

2.3 推奨すべき対策  
WHO FCTC第13条が、映画の喫煙シ-ンを、タバコの宣伝と販売促進行為であると指摘している

が、第13条施行ガイドラインでは、タバコの宣伝、販売促進、スポンサ-活動の包括的禁止は、か
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ならずしも、合法的な報道、芸術、学問活動における表現の自由の侵害になるとは言えないと述

べている。合法的な表現の自由がタバコ産業の利潤追求行為によって損なわれないようにするた

めに、そして、若者の健康が、娯楽メディアの喫煙シ-ン視聴によって損なわれることを防ぐために、

第13条のガイドラインは次のように述べている： 

 

締約国は娯楽メディア作品におけるタバコの表現に関する特別な対策を実行すること。すなわ

ち、タバコを描くことによる利益供与を受けていないことを証明させる、タバコのブランドやそれ

を連想させる表現を禁止する、上映の前の反タバコ広告義務化、タバコの表現を考慮した作品

の格付け、分類システムを作ることなどである。(4) 

 

賄賂をうけとっていないことを証明させる 

第13条4項(ｄ)は「包括的な禁止を行っていない場合には、まだ禁止されていない広告、販売促進

及び後援へのタバコ産業による支出について関連する政府当局に対し開示することを要求するこ

と。当該政府当局は、国内法に従い、当該支出の額を公衆に開示すること及び第二十一条の規

定に従い締約国会議に開示することを決定することができる。」と述べている(3)。プロダクトプレイ

スメントという手法で映画を通じたタバコ製品の販売促進を行っていないことをタバコ産業に証明

させるために、第13条ガイドラインは以下の事項を締約国に勧告している： 

 

娯楽メディアの作品が種類を問わずタバコ製品それ自体、あるいはその使用を連想させる表

現を行う場合、その娯楽作品の製作、頒布、上演に携わる企業の責任ある幹部に、その表

現と引き換えに、いかなる金品の受領、無料宣伝、無利子ロ-ンの供与、タバコ製品、広告宣

伝をはじめとした利益供与も受けていないことを誓わせる義務を課す仕組みを作ること。(4)  

 

タバコ使用シ-ンのある映画のエンドクレジットに、作品中にタバコ製品を露出させた見返りとして、

製作スタッフが、いかなる金品(現金、無料タバコ、プレゼント、無料宣伝、無利子ロ-ン供与等)も

受け取っていないことを記載させるよう義務付ける必要がある。図5は、最低限の事項を入れたエ

ンドクレジットの見本である。 

 

図5： タバコ産業からのわいろ受領を否定するエンドクレジットの例 
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「本映画の製作にかかわったいかなる個人と部門も、タバコ産業、その代理人あるいは偽装団体

から何も受領していない」 

 

タバコ産業から金や便宜を受け取っていないことを証明するには、映画の製作と配給に関与した

すべての会社からの宣誓供述書を添付させる必要がある。その宣誓書は然るべき当局が公開文

書として保存すべきである。この証明書は、企業内の透明性の確保された内部手続きを経て保存

し、きちんと遵守されているかどうかを確認できるようにしておく必要がある。そうなれば、偽証あ

るいは不正に対する罰則があり得ることを以て、映画製作者がタバコ産業の影響を拒否するよう

に管理当局が指導するようになるだろう。証明制度があると、映画製作に対して、ひそかに海外

からタバコ産業が投資するとか、低金利資金の便宜を図るなどの行為は抑制されるだろう。この

証明書は、法的な書類であり、映画のエンドロ-ルよりもずっと長文で、技術的な作業が必要であ

るため、法律の専門家のアドバイスを受けて作成する必要がある14。映画製作者、雇用者、そして

俳優自身が裏取引を行った場合は、それを証明することは困難である。したがって、映画から喫

煙シ-ンやタバコの映像をなくすことが、映画製作会社にとっても、法的嫌疑を免れる確実な方法

である。 

 

映画にタバコのシ-ンがあるかどうかを確かめるプロセスが必要であり、それについても証明が必

要である。この認証作業はカテゴリ-に分けて行う必要がある。つまり、その作品にタバコ使用場

面があるか、あるいはそれを示唆する場面があるか、それは一般的なタバコ製品化、特定のブラ

ンド化、などである。多くの国では、地方への配給前に映画作品を、登録してレ-ティングする自主

的あるいは公的な制度がある。セクション1.3で述べたように、各国政府は、国内と海外の映画製

作会社に、資金提供、減税措置、経費割引、製作費用の支援、配給経費の補填などを行っている。

これらの資金援助の仕組みを変えて、タバコや喫煙シ-ンを含む作品を作る映画とテレビ番組製

作会社を資金援助の対象から除外する必要がある。輸入映画の配給に際して、減税や資金的支

援を行っている国においては、タバコのシ-ンを含む映画を配給する条件として、タバコのわいろを

受領していない旨の証明書の提出を義務付けるように、制度を変える必要がある。 

 

外国映画の比重が大きい国では、国内配給許可の条件として、タバコのわいろをもらっていない

という証明書添付を必須とすべきである。その国の政府は、映画配給会社に対して、タバコの宣

伝を禁止しているその国の政策に違反していないという証明書を要求するだけで済む。利益を提

供する代わりに映画にタバコのシ-ンを露出させるという「プロダクトプレイスメント」を禁止するた

                                                   
14 カリフォルニア大学サンフランシスコ校タバココントロ-ル研究教育センタ-が 209年に、米国の娯楽産
業専門弁護士に作成させた証明書のひな形はこうである：「［米国あるいは他の地域に住所のある］本映画

の企画、製作、資金確保、配給、公開、販売促進およびそれ以外のあらゆる形の支援活動に関与した人物

あるいは部門が、(金銭、商取引、宣伝、広等の機会、内容の如何にかかわらない考慮あるいは利益誘導な
どの)価値のあるものを受け取ったり、前記の事項に関して、本映画作品中におけるタバコの、使用、描写、
映り込み、あるいは、示唆をするなどの何らかの契約、理解あるいは約束を受け取っていない」 
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めの語法は、あらゆる形の「考慮」もカバ-できるようにする必要がある。贈り物、交換条件(無料宣

伝など)、割引サ-ビス、販売促進取決め、家や自動車の貸与、個人あるいは会社に対する現金・

クレジットの贈与などがそれにあたる。 

 

タバコのブランドがわからないようにする 

映画の映像にタバコのブランドネ-ムが映っている場合、WHO FCTC第1条が定義するところの明

らかなタバコの宣伝、販売促進行為となる。また、タバコの宣伝、販売促進、スポンサ-活動を包

括的に禁止した第13条の施行ガイドラインでは、タバコのブランド名の描写も、第13条違反である

とされている。映画のようなメディアに対しても、この条項を適用する必要がある。 

 

多くの商品広告は目まぐるしく変わるが、映画の中のタバコのブランドは様々なメディアを通じて

繰り返し視聴される。タバコのブランドの寿命は数十年単位である。このように、一目でタバコの銘

柄が分かるような「トレ-ドドレス」あるいは「トレ-ドドレス」的な物15あるいはタバコのブランドの画

像(看板など)が映像に出ないようにする必要がある。司法長官の圧力を受けて、米国に本社を置

くタバコ会社は、ハリウッド映画のスタジオに、映画でタバコのトレ-ドマ-クを使わないように要請

する書簡を送った。しかし、すでにトレ-ドマ-クが映画で使われたあとの要請であり、映画会社が

勝手にタバコのトレ-ドマ-クをつかったにもかかわらず、タバコ会社は何ら、無断使用に対する法

的救済措置を講ずることはなかった。映画スタジオ側は、タバコのトレ-ドマ-ク使用にあたって、事

前に許可を得るようなことはしないと公言している。裏取引によって世界的に有名なタバコのブラ

ンドが映画のシ-ンに出ないようにするための単純かつ実施が容易な規則を定める必要がある。

ブランドが分かるような映像描写を完全に禁止することが最もストレ-トな対策である。 

 

強力な反喫煙CM放映を義務づけること 

WHO FCTC第13条第4項(ｂ)は「あらゆるタバコの広告並びに適当な場合にはタバコの販売促進及

び後援に当たり健康に関する警告若しくは情報又は他の適当な警告若しくは情報を付することを

要求すること。」と述べている。第13条施行ガイドラインは「…娯楽作品の上映の前の反タバコ広

告義務化」をすべきであると勧告している(4)。 

 

教室(102)と映画館(103-105)における実験では、喫煙シ-ンのある映画を見る前に反喫煙CMを見

せておくと、若者に対する映画の喫煙推進効果が中和できるという結果が得られた。強力な反喫

煙CM(タバコ産業の製作監修を受けていないもの)を。タバコや喫煙シ-ンを含む映像作品(レ-ティ

ングに関係なく)放映前に視聴させることを義務化する必要がある。この反喫煙CMは様々な文化

環境あるいは言語や読解力の異なる視聴者にしっかり理解できるように作る必要がある(120)。こ

                                                   
15 「トレ-ドドレス trade dress」とは、知的所有物の一種であり、消費者が見てすぐにその製品であるこ
とが分かる視覚的特徴を備えたものである。米国の映画とテレビ番組では、人気のあるタバコブランドの

箱に似せてレタリングを変えただけの紙巻きタバコパッケ-ジをよく使用していた。 
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のようなスポット情報に伝達は重要である。なぜなら、若者視聴可能とレ-ティングされた映画作品

から喫煙シ-ンが消えても、子どもや若者は、新たなデジタル環境で、成人限定の映画を視聴でき

るようになる可能性が高いからである。ちなみに米国の若者の映画の喫煙シ-ン視聴の半分は成

人指定の映画を見たことによって生じている(33)。米国で成人指定だった映画の多くが若者視聴

可能と分類される仕組みになっている国々では、若者の喫煙シ-ン曝露はずっと多くなる。すべて

のメディアがデジタルテクノロジ-の活用を進める方向を目指しているため、多くの国の若者が、ホ

-ムビデオ、ケ-ブルテレビ、衛星放送、オンデマンド配信、インタ-ネットダウンロ-ドを通じて映画

にアクセスするときに必ず、効果的な反喫煙CMを本編の始まり前に流すことを義務化する必要が

ある。 

 

世界肺協会のウェブサイト(http://www.worldlungfoundation.org/)には、世界の様々な国で使われ、

実際に効果があることが証明された様々な反喫煙CM(121)がアップされている。American Legacy 

Foundationの「truthキャンペ-ン」のスポット(http://www.thetruth.com/archive/)と、カリフォルニア

州が製作したテレビCM(http://www.tobaccofreeca.com/ads.html)などが、若者の喫煙開始を防ぐ

うえで有効であると証明されている(122-124)。 

 

この種の対策介入を実行する際、管理が重要である。反喫煙CMの製作と選択、効果の検証、製

作資金の手当て、「audience fatigue見慣れたための効果低下」を防ぐための複数のCMの作成(図

6)などがそれにあたる。また、配給とモニタリング手続きに関する取り決めも必要である。 

 

図6：政府が製作した反タバコスポットは、喫煙シ-ンのある映画に添付され、定期的に更新される。

インド向け(左)と米国向け(右) 

 

 

この本編上映前の反喫煙CM放映という対策は、現状をほとんど変えずに実行できるだけでなく、

映画産業は企業の社会的責任(CSR)活動の一環であるという大義名分を提供するため実現可能

性が高い。反喫煙CMの放映で映画の内容に対する観客の評価が変わることはないという調査結
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果がある一方、反喫煙CM自体は観客に迷惑がられる可能性が大きいので、なるべく喫煙シ-ンの

ない映画を作る方向に映画製作者を誘導する効果があると考えらえる。 

 

インドでは、2012年以降、喫煙シ-ンのある映画には、「新たな公共の場の喫煙禁止法が作られた」

等々の、インド政府製作の反喫煙アナウンスメントが流されることになった。2008年から喫煙シ-ン

のあるDVD作品に自主的に反喫煙メッセ-ジを挿入するようになった米国の映画スタジオも複数

存在する(カリフォルニア州)。映画館では挿入されていないが。 

 

喫煙シ-ンのある映画は成人指定とすべきである  

映画の喫煙シ-ン視聴が量反応関係を以て、若者の喫煙開始を促進することが明らかになってい

るため、若者の喫煙シ-ン視聴のレベル(曝露量)を減らすことが取り組みのカギとなる目標である。

映画の視聴制限を年齢別に定めているレ-ティングシステムは、これを実現するうえで役に立つ。

なぜならば、映画からタバコや喫煙シ-ンを減らすと、若者が制限なく視聴可能であるとレ-ティン

グされる作品が増え、営業収益が増えるので、映画製作者のインセンティブとなるためである。 

 

米国厚生長官は、喫煙シ-ンのある映画を良識を以てR指定とするならば、米国の若者の喫煙率

を18%減らすことができ、それにより、現在の子どもや若者のうち100万人が将来タバコ関連死亡

から救われると断言している(125,126)。米国でR指定されている喫煙シ-ンの沢山ある映画を、年

齢制限を緩めたレ-ティングに変更している国々で、そのような映画をあらためてR指定とするなら

ば、大きな健康増進効果がもたらされるだろう(43)。 

 

映画のレ-ティングとジャンル分けは、すべての年齢層の観客の映画視聴に、映画の内容と選択

のための情報を与えるものであるため、それらは、映画製作者(映画スタジオ)と配給者がどのよう

な観客に見てもらいたいかという意向にも影響を与える。映画の内容がどのようなものかの手が

かりとして「成人向け」16とレ-ティングされた映画を一般の人々がどのように受け取っているかは、

チケット売り上げの順位を見ればよくわかる。例えば、米国ではR指定の映画の入場料収入は、G、

PG、PG-13映画の半分に過ぎない17。このような状況があるので、R指定映画の公開が減る結果

となっている。2001-2013年に全国公開された最高売上映画のうち、R指定作品はわずか3分の1

に過ぎなかった18。 

                                                   
16 「成人向け adult rating」とは、18才未満の者の視聴を制限することである。絶対的な視聴禁止と、保
護者同伴で視聴可能とする場合に分かれる。 
17 2007-2013年に 100万ドル以上の興行収益をあげた、若者視聴可能映画(G, PG or PG-13)804作品と成
人指定映画(R、NC-17)514作品の比較。総興行収益は若者向け 6630万ドル、成人向け 3350万ドル。同期
間にカナダと米国で 100万ドル以上の興行収益をあげた映画の 40%は米国の R指定映画だったが、総収益
は R指定 172億ドル(25%)、若者向け 706億ドル(75%)だった。R指定映画は市場は小さいのだが、製作
費や宣伝費用が少なくて済むわりに収益が多いという理由で、製作が続けられている。それだけでなく、

投資先としてハイリスクなだけ、ハイリタ-ンを求める投資家がいるという理由もある。 
18 2002-2013年の最高収益ヒット映画 1709作品中、Gは 57(3%)、PGは 307(18%)、PG-13は 775(45%)、
Rは 570(33%)。	  
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映画作品の総収益のうち映画館の入場料は20%であり、残りの80%は海外配給、インタ-ネット配

信を含むビデオ、配信サ-ビスを通じた視聴等の「下流」での収益である(129)。その結果、映画プ

ロデュ-サ-は、見てもらいたい観客層に合わせたレ-ティングをもらう前に、予想収益の流れに乗

るように映画の内容を調整する。映画のレ-ティングが収益の多少に影響するため、映画配給業

者は、しばしば、映画製作者に対して、それ以上の視聴制限がかからないように、スタジオに提出

する最終完成作品に「ミニマム・レ-ティング」の遵守を要求する(130)。もし望んだレ-ティングが得

られない場合、プロデュ-サ-は再編集して再提出することもある19(35,131) 

 

映画のレ-ティング、観客の年齢構成、映画会社の利益との関係を見ると、成人向けレ-ティング

になると子どもや若者の視聴が減って、収益が減るため、R指定を忌避したいという方向に映画製

作者を誘導するようになることが分かった(2，132)。喫煙シ-ンのある映画をR指定にせよと主張し

ても、R指定の映画が増えることにはならないだろう。おそらく世界中で、喫煙シ-ンを含む映画の

製作や配給が減ると予想される。タバコのシ-ンは、映画プロデュ-サ-が見せたいと思う観客層を

想定したスト-リ-に合った内容表現(暴言、薬物中毒、野蛮な暴力、ヌ-ド、性的シ-ン)に追加され

る「刺身のツマ」に過ぎなくなるだろう。成人向け映画を見る子どもや若者はさらに少なくなるから、

年齢による映画視聴制限のレ-ティング制度は、映画の内容に干渉することなく、若者の喫煙シ-

ン視聴を減らす効果的な手段となる。将来、タバコ使用が健康に有害なことを明確に描いた作品、

あるいは、喫煙者だった歴史上の人物を描く場合を除き、タバコのシ-ンを含む映画作品は、すべ

て成人指定とされる必要がある。旧作のレ-ティングは見直す必要はない。 

 

成人年齢は国によって異なるが、概していえば、「成人」向けレ-ティングと言えば、ある年齢(多く

の国では18才としている)未満の者がその映画を見ることはできないか、保護者同伴でなければ

視聴できないことを意味する。米国では、R指定(17歳以下の者は親類は成人の保護者同伴でな

ければ視聴できない)は成人年齢と非常に近い年齢に設定されている。「成人」以前の年齢で設定

されている視聴制限クライテリアは、13-15才である(米国のPG-13)(133)。喫煙シ-ンのある映画を

R指定にするというル-ルがなければ、喫煙シ-ン視聴により喫煙開始リスクの高い12-17才の若

者が「効果的に」映画の喫煙シ-ンに曝露されることになる。したがって、喫煙シ-ンを含む映画に

は、適切な視聴制限(例えばR-18つまり18禁)レ-ティングを付与すべきである。 

 

映画視聴の年齢制限は、通常、その国の言論の自由に対する考え方と、矛盾しないように設定さ

れている。したがって、現存の映画レ-ティング制度が言論の自由を侵すとか、検閲だという批判

は当たらない。 

 

                                                   
19 米国のレ-ティング機関である米国映画協会は、2010-2013年に 1%(32／2904)のレ-ティングの再審査
申請が寄せられた。申請の 91%は R指定と NC-17をより視聴制限の少ないレ-トにというものだった。 
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若者の喫煙シ-ン視聴を減らそうとして、そのような視聴が完全になくすることを目標としたレ-ティ

ング制度を作る必要はない。メジャ-な映画会社が、若者視聴制限のないレ-ティングを求めて、喫

煙シ-ンの入った映画作りを減らす方向をとるなら、若者への喫煙シ-ンばく露は自ずから減るよう

になるだろう。 

 

喫煙シ-ンを含む作品を制作する映像メディアには補助金を支給しない決まりを作る

こと 

若者の喫煙開始を促進する内容の作品を作る映像制作会社に対する補助金支給は、WHO 

FCTC第13条違反である。映像メディアの制作会社から支持され、また、会社のためになる対策は、

それが、文化の保存のためであろうと、商業的競争のためであろうと、タバコ使用の推進活動から

一般市民を守るという公衆保健上の基本的目標とWHO FCTC第13条に合致する内容でなけれ

ばならない。定義から言って、補助金制度とは、公衆の利益を増進するために､私的企業に金銭

的援助を行うことである。したがって、補助金支給対象メディアを、この制度の趣旨に合うように取

捨選択できるように法令が制定されているのが普通である。これらの補助プログラムを修正して、

タバコ使用、タバコ製品の露出、非医療的ニコチン投与製品、タバコブランド、トレ-ドマ-ク、タバコ

用具などタバコ使用に関連する画像を含む映像作品に対しては、その作品の発案、製作、宣伝、

配給事業を公的資金で支援する、奨励金、貸与、投資、割引、免税などの優遇税制を含む、いか

なる形の公的援助の対象としないことが必要である。 

 

 

■■ 

2.4 過去の作品の取り扱い 

映画には封切りから数十年経っても人気が衰えない作品もある。そのような旧作のDVDやビデオ

に禁煙メッセ-ジを記載した警告ラベルを貼ることも可能かもしれない。しかし、過去の作品の多く

はどんどん時代遅れになって忘れ去られるため、過去の作品の中で若者を喫煙シ-ンに曝露させ

る可能性のある作品はごく少数である。したがって、過去の作品のレ-ティングを変更することは

実際的な必要措置とは言えない。 

 

タバコシ-ンのある映画作品の輸入を禁止するという対策も考えられるが、年令による視聴制限を

通じて喫煙シ-ン視聴を減らす対策を掘り崩す実情(大半がビデオで見られる、大量の海賊版があ

る、レ-ティングされていない)があるため、やはり現実的な対策とは言えない。しかし、輸入作品の

流通に先立って、本編開始前に強力な禁煙CMを挿入し、エンドロ-ルにタバコシ-ンの代わりに何

らの利益供与も受けていない旨の宣誓文を挿入する取り決めを行う必要がある。そして、そのよう

な映画はすべて、成人指定とすべきである。 
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■■ 

2.5 効果の限定的な対策 

ビデオの画像にぼかしを掛ける技術がある。これは、もともと検閲の手法の一つである。紙巻きタ

バコの映像にモザイクを掛けても、視聴者は、そのキャラクタ-が喫煙しているとわかってしまうた

め、解決策としては不完全である。また、本編開始前の禁煙CMとは異なって、タバコをぼかしても、

視聴者はタバコについてマイナスイメ-ジを与えることにはならない。このことが正しいかどうかの

研究調査成績は出されていないが、論理的に考えて、画像をぼかすことによってかえってタバコ

への興味を掻き立てる可能性があるだろう。(ただ単に喫煙シ-ンをなくするのではなく)タバコの映

像をブロックすることによって、若者たちにタバコ使用が反抗の象徴として受け止められるという正

反対の結果をもたらすことになろう。 

 

ビデオ購入後の対策としては、タバコ映像にぼかしを入れるとか、定型的な有害警告文やシンボ

ルを画像に埋め込むよりも、効果があることが証明された禁煙CMを本編視聴前に流すことの方

が望ましい。 

 

■■ 

2.6 推奨できない対策 

有効な対策の条件は、明確でわかりやすいメッセ-ジを、公明正大な方法で実行することである。

例えば、(ウィンストン・チャ-チルのような)実際に喫煙していた歴史上の人物の喫煙シ-ンを、例外

として容認する規則を設けることは簡単である。しかし「歴史上の人物の喫煙」を無限定に容認す

ると、映画の喫煙シ-ンをなくする対策が骨抜きにされるおそれがある。“gratuitous smoking無報

酬の喫煙”, “pervasive smoking蔓延する喫煙”, “glamourized smoking魅力的な喫煙”, “positive 

images of smoking喫煙のポジティブイメ-ジ”, “imagery that condones smoking喫煙を見逃す映像”, 

“editorially justified smoking編集上正当化される喫煙”, “historically appropriate smoking歴史の

文脈上適切な喫煙” and “justified smoking正当化された喫煙”という表現は、定義のしようがない

言葉である。映画製作会社やレ-ティング機関は、どの言葉が映画の中の喫煙シ-ン対策に合致

するのかしないのかについて、皆目見当がつかなくなる。このようなアプローチは、憶測を呼び、

透明性を欠くため、徹底が不十分となる。 

 

そのためのガイドラインを示すことなしに、レ-ティング機関は、映画における喫煙を単に「考慮」す

ればよいという必要条件もまた、同様に問題をはらんでいる。このような不明確な方針に基づく対

策が若者の喫煙シ-ン曝露をまったく減らさなかったという米国の経験があるからである(134)。

2007年5月、米国映画協会は、スト-リ-を弱めることなしに、「pervasive smoking」や「glamourized 
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smoking」などの言葉をレ-ティングの記述子に付け加えることを検討していると述べていた20。

(135,136)。 

 

しかし、このようなコンテンツ記述子では、映画の喫煙シ-ンの有害影響をレ-ティングに反映させ

ることはできない。若者に対する映画の喫煙シ-ンの影響は、一つ一つの映画作品中の喫煙シ-

ンの量でなく、視聴した全映画作品の喫煙シ-ンの総量によって左右されるからである。従って、カ

テゴリ-に関係のない除外条件を含む､主観的なタバコレ-ティング基準にそって判別することは、

推奨されない。 

 

Box3. 

映画の喫煙シ-ンに対するWHOの以前の認識：2003年世界禁煙デ- 

WHOは、映画の喫煙シ-ンをしっかり取り組むべき重要課題と認識していた。WHOは「Tobacco 

Free Film, Tobacco Free Fashion」を2003年の世界禁煙デ-のテ-マとした。WHOはファッション業

界と映画業界に対して、多くの命を奪うタバコ使用を促進しないように呼びかけた。Smoke Free 

Movies project(下記参照)が実施された。ハリウッドとボリウッドの代表が招待され、世界中で映画

の喫煙シ-ンを減らすための協力を要請した。 

http://www.who.int/tobacco/communications/events/wntd/2003/en/index.html. 

 

                                                   
20 2010年 1月 1日現在、米国映画協会と National Association of Theatre Ownersは、レ-ティング・ル
-ルに「tobacco」「smoking」「cigarettes」という言葉を入れていない。 
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3.各国の取り組み 
 

2013年までに、いくつかの国で映画、DVD、ケ-ブルテレビ、衛星放送を通じた映画視聴を通じた

喫煙シ-ンばく露を防ぐ取り組みが開始されている。これらの国における取り組み箱のセクションで

紹介するが、WHO FCTC第13条施行ガイドラインの勧告への適合状況に関する評価は付さな

い。 

 

タバコ規制のこの分野に対する関心は国レベルでも地方レベルでも急速に高まりつつある。多く

の場合、問題提起は、映画の喫煙シ-ン規制がタバココントロ-ル活動できわめて遅れた分野とな

っていると認識し、規制の前進のために活動を行うNGOなどの市民組織からなされている。政府

がこの問題の分析を始めた国もある。 

" カナダでは、2005年から、連邦政府とオンタリオ、ブリティッシュコロンビア、ケベックの各州政

府、そしてしばしば地方の保健当局の参加も得て、映画内容の調査、レ-ティング状況、喫煙

シ-ンのある映画に対する補助金支給状況の調査を行い、ベストプラクティスを後押ししてい

る(137)。彼らは、映画のレ-ティングと課税制度の見直しに関心のある政府の政策立案者に

この問題への取り組みを要請し、政策の変更を求めて、世論調査と情報伝達キャンペ-ンに

取り組んでいる(138)。 

" 中国では、北京のNGOが映画の喫煙シ-ンに関する数次にわたる調査を公開した(139)後、

2011年に、中央政府が映画とテレビ番組における一定範囲の喫煙シ-ンを禁止して、映画と

テレビ番組制作者に対して、喫煙シ-ンの放映を制限するよう強く要請する指令を発出した。

中国のNGOは、国内の映像メディアの喫煙シ-ンの調査を続けるとともに、政策立案者に対

して、外国映画の喫煙シ-ンとタバコブランドの売り込みについての問題提起を行った。この

対策の実行と相俟って、喫煙シ-ンのない中国映画の比率は三倍化して36%となった。また、

2007年に10%に過ぎなかった喫煙シ-ンのないテレビドラマの比率は、2013年には50%前後ま

で増えた。 

" 2012年10月、インド政府は国内映画、外国映画、テレビ番組におけるタバコ製品、特定のタ

バコブランド、タバコ使用シ-ンの描写に関して新たな規則を定めた。プロダクトプレイスメント

によるブランドが分かるような映像は禁止された。それだけでなく、新作においてタバコ使用

シ-ンを用いる場合は、納得できる理由の提示を義務付けられた。タバコ使用シ-ンのある映

画とテレビ番組放映に際しては、政府が提供する100秒間の反タバココマ-シャルと有害警告

文言の併映と、タバコ使用画面の下に、有害警告文表示を義務付けた。 

" ケニアでは、Kenya Film Classification Boardが映画の公開、配給、放映に関する規制を行っ
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ている。この組織では、タバコ使用シ-ンの頻度と内容が若年層の視聴にとって適当かどうか

を優先的に検討している。ただし、タバコ使用シ-ンのある映画が最終的にどのようなレ-ティ

ングになるかについての基準は明らかでない。2007年にケニアで施行されたタバコの宣伝、

販売促進、スポンサ-活動包括的禁止対策の一つとして、この組織は、ケニアの娯楽作品に

おけるタバコ使用場面と特定のタバコブランドの描写を明確に禁止した。 

" マレ-シアでは、2011年の世界禁煙デーに際して、子どもと若者を守るために国内映画にお

けるタバコ使用シ-ンの描出を避けるように映画製作者に対して勧告を行った。 

" ビデオ制作では、当該地域のトップであるナイジェリアの上院は、2011年に「映画(および)プ

ロダクトプレイスメント」をはじめとするあらゆるメディアにおいて、タバコ製品の呈示を禁止す

る法律を可決した(141)。 

" 2009年に、タバコの宣伝、販促、スポンサ-活動の包括的禁止の一環として、南アフリカ政府

は、すべての娯楽メディアにおける、金品と引き換えのタバコ製品、タバコブランドそのものあ

るいはそれを示唆する映像の呈示を禁止した。自国民向けでない輸出用の映画、ビデオ作

品については、そのような禁止は適用されない。 

" イギリスでは、2009年に、国内最高の肺がん罹患率を示すリバプ-ルでは市議会が喫煙シ-

ンのある映画レ-ティングと成人指定映画に関する動議を検討した。2011年に、市議会は、同

年年7月に発表される映画の喫煙シ-ンと若者の喫煙の関連についての新たなエビデンスが

明らかになるまで、具体的な政策変更は控えると決定した。この2011年初頭のリバプ-ルの

決定に半ば影響され、イギリス政府は、映画の喫煙シ-ンに関する全国的な討議を開始し

た。 

" 2009年に、米国は主要なNGOの支援を受けて、CDCが若者の喫煙シ-ン曝露をモニタ-する

と声明を出し(142)、そのモニタ-結果を2010年と2011年にMorbidity and Mortality Weekly 

Report(死亡率罹患率週報)に公表した(10,142)。米国保健省は若者に対する映画の喫煙シ-

ン曝露低減を2010年の反タバコ政策の優先課題に設定した(143)。2011年、CDCは本報告書

でWHOが提起した4大解決策(喫煙シ-ンのある映画をR指定にすることを含む)を支援すると

言明した。さらに、CDCは、公衆保健政策の目標との合致を図るために、タバコ使用シ-ンを

含む映画を州の補助対象から除外することを求めた(10)。 

 

■■ 

3.1 中国 

世界最多の喫煙者の暮らす中国では、映画やテレビ番組の喫煙シ-ンを減らす取り組みが行わ

れてきた。2006年に、State Administration of Radio, Film and Television (SARFT：国家広播電影電

視総局＝ラジオ・映画・テレビ監督庁)は、映画のシナリオと制作についての規則を決めた。その

規則では、「excessive過度の」喫煙シ-ンはカットしたり､作り替える必要があるとしている。SARFT

のFilm Review Committeeは、レビュ-した映画作品の許可あるいは修正の権限を持っている(144)。

2008年に、SARFTは2006年発表の映画レビュ-基準に関する見直しを行い、上映許可の必要条
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件を改定した。この基準は、2009年にさらに改訂され、SARFTは、テレビドラマにおける喫煙シ-ン

の継続時間を減らし、子どもの出演する場面での喫煙を禁止し、タバコのコマ-シャルを禁止する

旨の通知を発出した。多くの喫煙シ-ンを含むテレビドラマは、SARFTの「excellent assessment 

activities優秀作品」という評価を受けることができないようになっていた。 

 

2011年に、SARFTは2009年の通知を改訂して、映画とテレビドラマの喫煙シ-ンを厳しく規制する

ようになった。この通知は、喫煙シ-ンが一般公衆とりわけ子どもに悪影響があり、政府のタバコ

使用を減らすという国家目標の実現を妨げるという認識を土台にして出された。この通知では、タ

バコ使用や喫煙シ-ンを含む設定や場面をできるだけ減らし、芸術上の目的あるいは人物設定上

必要な場合だけに喫煙シ-ンを認めるというものである。映画とテレビドラマのタバコに関するそれ

以外の対策通知を以下に示す： 

" 特定のタバコブランドの描写。それを想起させる映像あるいはタバコの宣伝を想起させる映

像も禁止 

" 禁煙とされている施設での喫煙あるいは、禁煙表示の出ている場所での喫煙シ-ンの禁止 

" 子どもがタバコを吸っているあるいはタバコを買っている場面の禁止。大人が喫煙している場

面への出演禁止 

" 映画とテレビドラマの喫煙シ-ンの長さと出現回数の規制 

" SARFTとその地方部局は、映画とテレビドラマの喫煙シ-ンの出現回数制限基準を設定する

点について検討を始める事とする 

 

この通知は、映画とテレビドラマ制作者に、喫煙シ-ン無しでの映像表現の工夫を勧奨したり、す

でに制作された喫煙シ-ンをできるだけ短くするように編集することも勧奨している。 

 

この通知は、地方のラジオテレビ管理当局、中国中央電視台、人民解放軍一般政治局宣伝部門

芸術事務所(People’s Liberation Army General Political Department Propaganda Division Art 

Office)に対して、管理下のプロデュ-サ-に喫煙シ-ンのないテレビドラマを作るように、監督と俳優

に、喫煙シ-ンを撮らないように管理監督する責任を課している。地方の映画レビュ-当局とテレビ

ドラマ放送協会には、映画とテレビドラマをレビュ-して、発表前に喫煙シ-ンをカットしたり減らした

りするよう義務付けている(145)。 

 

ハリウッドのヒット作品なども中国で公開されているが、2011年の通知では、輸入映画について特

に言及していない。中国で公開される外国の映画作品については、「2006年映画シナリオ登録な

らびに映画管理法」第23条の規定に従うこととされている。この法律では、この法律第三章に沿っ

て輸入映画を点検することになっており、喫煙シ-ンの規制は、輸入映画についても行われている

ことになる。 
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ここで、この問題に関する世論喚起を行って、このようなSARFTの活動を支えてきたChinese 

Association on Tobacco Control(中国タバココントロ-ル連合)の活動を紹介する。この連合は、中

国の映画とテレビドラマに喫煙シ-ンがきわめて多いことを示すデータを戦略的に活用してきた。タ

バココントロ-ル連合は記者会見を開き、映画スタ-などのセレブを招き、映画の喫煙シ-ン減らす

活動への支援を広げた。タバココントロ-ル連合の呼びかけに答えて、多くの映画監督が喫煙シ-

ンを減らすことへの協力を表明した。2010年に、タバココントロ-ル連合はSARFTに書簡を送り、映

画の喫煙シ-ン禁止を請願した。2011年の指令発表に際して、タバココントロ-ル連合は記者会見

を行い、喫煙シ-ンを減らす取り組みの意義と取り決めの詳細を説明した。SARFTはこの指令を見

直して、より具体的な施行ガイドラインを提出できるようにすると述べた。 

 

2013年に、SARFTは中华人民共和国新闻出版总署(中国新聞出版総監督局)および国家版権局

を併合して、State Administration of Press, Publications, Radio,Film and Television(中国新聞出版

ラジオ映画テレビ総監督局)となった。この機関は、映画のタバコシ-ンの規制通知の変更は行わ

ず、子どもと若者向けの映画とテレビ番組におけるタバコのブランドの映像と喫煙シ-ンの呈示の

禁止に力を入れた。映像制作者は、創造活動上の理由なしに喫煙シ-ンを呈示することのないよ

うに通知された。 

 

中国タバココントロ-ル連合の調査によれば、中国の毎年の人気映画とテレビ番組(2007年映画30

作品、テレビドラマ20作品；2009年以降毎年、映画40作品、テレビドラマ30作品)における喫煙シ-

ンの状況は以下の様だった： 

" 喫煙シ-ンのない中国映画は2007年に13%だったが、2013年には36%に3倍増 

" 喫煙シ-ンのない中国ドラマは2007年に10%だったが、2013年には50%に増加 

" 同期間中に映画の喫煙シ-ン出現件数は28%減少(23.2から16.6) 

" 同期間中にテレビドラマの喫煙シ-ン出現件数は71%減少(5.2から1.5) 

" 同期間中に喫煙映像の露出時間は、映画で61%、テレビドラマで73%減った 

 

2013年に、タバココントロ-ル連合は、政策立案者に対して、フォ-ミュラ・ワンレ-スのテレビドラマ

「Rush」(イギリス、ドイツ、米国 2013年)にマルボロブランドが頻繁に出現していることに注意を喚

起した。SARFTは、ドラマプロデュ-サ-に対して、中国への輸出許可条件としてブランドイメ-ジを

消すように要請した。2014年11月の時点で、このドラマは中国に輸入されていない。 

 

■■ 

3.1 インド 

2003年に、インド政府は包括的タバコ規制法、Cigarette and Other Tobacco Products (Prohibition 

of Advertisement and Regulation of Trade and Commerce, Production, Supply and Distribution) 

Actを施行した。この法律は、タバコ製品の販売促進、タバコ製品の直接および間接広告の禁止
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(162)、タバコ業者によるイベント後援活動禁止をうたっている。インドには巨大な映画製作産業が

あるため、WHOはタバコとインドの国内映画産業の関係について2003年に調査を行った。その結

果は以下の様である(163)： 

" 1990-2002年の最高売上映画395作品中76%にタバコ使用シ-ンが含まれていた 

" これらの作品中、主演俳優がタバコ使用している映画は1991年の22%から、2002年の51%に

増加した 

" タバコ使用場面でブランドが分かる場合は全体の3%以下だったが、2002年の時点で、それら

の半数はBritish American Tobaccoの古くからのパ-トナ-であるIndian Tobacco Companyの

ブランドで占められていた。その直後にタバコの宣伝が法律で禁止され、フィリップモリス・イ

ンタ-ナショナルがインド市場に全面的に参入した。 

 

2004年に、先に述べた法律が映画以外のメディアにおけるタバコの宣伝を禁止したのちに調査を

すると、ボリウッド映画におけるタバコシ-ン出現の変化が観察された(164)： 

" 2004-2005年に製作されたヒンドゥ-語映画110作品中89%にタバコ使用シ-ンが含まれていた 

" それらの76%で、主演俳優が喫煙していた 

" 2004-2005年に発表されたタバコシ-ンを含む映画(全体の41%)の46%でタバコのブランドが分

かるような映像が含まれていた 

" タバコのブランドが分かるシ-ンのある2004-2005年発表映画の85%は、BAT／Indian 

Tobacco Company(58%)とフィリップモリス・インタ-ナショナル(27%)で占められていた。マルボ

ロの映像は、制作予算の高額な映画において多く見られた。 

 

この法律の成立前に行われた調査では、南インドと北インドの両方で人気のある映画は同じよう

に、米国製のタバコ使用シ-ンを含む映画であり、若者の喫煙に対する態度への影響を含め同様

だった。この法律の成立後の調査では、ブランド視認も含め、他のメディアにおけるタバコの広告

の禁止後、タバコシ-ンの視聴が明らかに増加したことが分かった。 

 

2005年に、映画の喫煙シ-ンを減らすため、この法律の改正が行われた。タバコの宣伝、販売促

進、スポンサ-活動禁止条項が施行されると、タバコ産業は、それをすり抜ける新たな販売促進戦

略を実行した。保健省が注目したタバコ宣伝禁止条項違反は、映画における喫煙とタバコブランド

のシ-ンが増えたことである。その結果、2005年5月、インドは、法律を完全に守らせる措置として、

禁止項目を明確にした。この法律の改正により、タバコ製品とその使用の様子を映画とテレビの

映像に出すことが全面的に禁止された： 

" 映画とテレビ番組に出演する人物あるいはキャラクタ-がタバコ製品を示したり、それを使用

するシ-ンを放映してはならない。この通知の発出以前に製作され、タバコの使用以外の喫

煙シ-ンを含む映画とテレビ番組については、映画スクリ-ンあるいはテレビ画面の下端に白

地にはっきりとした黒字で有害警告文を表示しなければならない。その文章は喫煙に対して



 40 

は「喫煙はがんの原因である」「喫煙は命取り」、紙タバコ、無煙タバコの場合は「タバコはが

んを起こす」「タバコは命取り」とする。有害警告文の言語は、映画あるいはテレビ番組に使

用したものと同一とする。 

" タバコのブランド名やロゴが、印刷物、屋外掲示物、電子メディアの画面に露出している場合

は、すべて、除去あるいはカバ-を行い、ブランド名やロゴが見えないようにすること(165)。 

 

これらの規則は、Ministry of Information and Broadcasting(情報放送省)が施行することになってい

た。しかし情報放送省は、柔軟性が必要であるということ、そして、娯楽産業の表現の自由を侵害

しないようにとの立場を主張した。 

 

省庁間の話し合いの中で、十分な創作上の正当な理由がある場合は、タバコ使用映像を許可し

ようという意見が出された。この映像作品には、India’s Central Board of Film Certification(インド

映画中央検定局)が「A」(成人向け)レ-ティングを付与し、18歳未満の観客の視聴を禁止すると言

うものである。2006年10月に、数多くの話し合いの末、保健家族福祉省は、例外のない禁止措置

を緩めて、一定の条件を満たした場合タバコシ-ンの上映を承認した。その場合、タバコ使用時の

スクリ-ンに有害警告文の表示を義務付けた。 

" 「喫煙はがんの原因である」「喫煙は命取り」「タバコはがんを起こす」「タバコは命取り」という

文章をタバコ使用シ-ンの際にスクリ-ンに表示すること 

" 本法律改正前に製作された国内及び外国映画上映およびテレビドラマ放映の前後と中間に

30秒以上の禁煙スポットを挿入すること。ただし、以下の場合を例外とする： 

- タバコ使用の危険性と深刻な被害を明確に表現したタバコ使用シ-ンを含む国内あるい

は外国で制作されたドキュメンタリ-、公共スポットを映画館あるいはテレビで見る場合。 

- テレビでライブ放映されたニュ-ス、インタビュ-、集会、スポ-ツ、文化イベントに映り込ん

だ「まったく偶然で意図的でない」タバコ使用場面 

" 国内または外国の映画あるいはテレビ番組で、創作表現上必然性のある場合、ならびに、タ

バコを使用していた歴史上の人物を描く場合、「A」(成人指定)レ-ティングを付与し、以下の

事項を義務付けること： 

- タバコ使用場面を演じた俳優にタバコ使用が健康に有害であることを述べさせる 

- タバコ使用シ-ン開始の60秒前から終了後60秒まで禁煙メッセ-ジを画面にスクロ-ルさ

せる 

 

インド政府が行った法律改正に対して、ボリウッドの映画製作者が、高等裁判所に訴訟を提起し

た。2008年2月、二人の裁判官の評決が分かれた。2009年1月、高等裁判所は、インド国内で制作

される映画における喫煙シ-ンの禁止を定めた規則を違法と判断した。政府は、公衆の健康を守

るために、合理的で妥当な制限を行うことは憲法に違反しないと主張して、2009年最高裁に上告

した。最高裁は、高裁の決定を停止し、2012年、訴訟の最終決着がつくまで、永久停止となった。
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それにより、保健家族福祉省はこの規則を通知する権限を得た。最終的に、情報放送省と交渉を

行った結果、施行をより実際に即したものに変え、政府はSmoke-free Movies Rulesを改訂して通

知した。 

 

保健家族福祉省は、改訂規則を2011年10月に通知した。しかし情報放送省は、その規則が、映

画制作者にとって難題となると主張して、施行を控えていた。多くの検討の結果、保健家族福祉省

は、映画とテレビ番組におけるタバコ製品とその使用シ-ンの規制を2012年9月から開始すること

を通知した。この規則は、すべてのインド国内と輸入映画およびテレビ番組に適用される。 

 

2012年10月2日以前に制作され、認可を受けたタバコ製品とその使用シ-ンを含む映画とテレビ番

組は、次の点を遵守することを義務付けられる： 

" 政府が作成した反タバコ健康スポット(最低30秒間)を映画上映あるいはテレビ放映の前と中

間21に入れること 

" タバコ製品あるいは使用シ-ンの映っている間、画面の下に静止画像で、目立つ有害警告文

を挿入すること(図7) 

 

図7：インドではすべての映画スクリ-ンとテレビ画面に、「喫煙はがんの原因である」「喫煙は命取

り」「タバコはがんを起こす」「タバコは命取り」というメッセ-ジが表示される 

 

 

2012年10月1日以降に制作された映画とテレビ番組におけるタバコ製品あるいはその使用場面の

                                                   
21 インドの映画館では中間休憩があるのが普通である。 
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映像については、次の条件が課せられる： 

" 制作者は、レ-ティングを決定するインド映画中央検定局に対して、タバコ製品あるいはその

使用場面を適切に編集したものを提出する必要がある 

" 政府の制作した反タバコ健康スポット(最低30秒以上)を放映前と中間に上映すること 

" タバコ製品あるいは使用シ-ンの映っている間、画面の下に静止画像で、目立つ有害警告文

を挿入すること 

" タバコ使用の有害性を明確に述べた最低20秒以上の免責コメント(disclaimer)を、上映前と中

間に、ビデオで流すこと(図8) 

 

図8：インドでは、タバコ使用場面を含む映画とテレビ放映時にはスクリ-ンいっぱいの大きさの「免

責コメント」が2回表示される 

免責告知	 

タバコ使用はがん、心臓発作、肺疾患を

はじめ様々な重大な病気を引き起こす。

本映画あるいはテレビ番組の出演者は、

ビディ、紙巻きタバコ、カ-ニ、ザルダ等

のいかなる形のタバコ製品の使用も勧奨

していないことを明言する。	 

出典：インド保健家族福祉省 

 

2011年に施行されたこの規則では次の事項も禁止している： 

" タバコ製品のプロダクトプレイスメント 

" 映画とテレビ番組宣伝のためのポスタ-、広告、販売促進アイテムにタバコ製品あるいはその

使用画像を掲載すること 

" タバコのブランド名あるいはロゴを印刷物や電子画像に表示すること 

" 映画とテレビ番組をはじめとしたすべてのメディアで、タバコ製品あるいはそのパッケ-ジを大

写しにすること 

 

反タバコ健康スポットとビデオによる免責告知は保健家族福祉省が提供する。同省はNational 

Tobacco Control Programmeに沿ってそれらの内容を科学的根拠に基づいて定期的に更新する。

これらの規則が実施されるなら、インド中のきわめて多くの映画とテレビの視聴者に、タバコ使用

の有害性についての幅広い健康教育が施されることになる。 

 

2012年に発表された改正規則は、施行が徹底され、映画興行者、放送会社、映画中央検定局に
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遵守義務を課した。従わない場合、興行免許や放送免許の保留や取り消しなどの制裁が科せら

れる可能性がある。現在この規則に対して再び訴訟が起こされているが、効力は続いている。 

 

2013年10月、本規則施行1周年に当たり、保健省は主要な全国紙と地方紙に、映画業界とテレビ

会社に対して、規則への協力を感謝する宣伝記事を掲載した(図9)。世界肺協会の技術援助を受

けながら、保健省は、タバコ使用予防に役立つオンライン資料の配布サ-ビスを始めた。映画とテ

レビ業界は17か国語で作られた高精度の反タバコ健康スポットを映画上映および番組放映用に

ダウンロ-ドできるようになった(www.ntcptobaccocontrolpsa.in)。 

 

図9：インドの映画とテレビ禁煙規則施行1周年記念政府広告 

 

出典：インド保健家族福祉省 

 

タバコ使用映像を含むすべての映画とテレビ番組に、行政からの広報文、免責告知文、静止画像

メッセ-ジを添付して、タバコ使用の有害性警告文を広めることができるようなったため、インド政

府は、公衆の健康を増進するメッセ-ジをマスメディアを通じて広める大きな機会を手に入れ、タバ

ココントロ-ルの啓発を大きく推進することができるようになった。WHOと世界肺協会は、映画作品

について、この規則の遵守状況の調査を企画し、観客の出口調査を行い、その結果を分析して、

この政策の周知と施行を推進する資料としている。 
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■■ 

3.3 イギリス全体および構成国の経験 

2011年に、グレ-トブリテンおよび北アイルランド連合王国(訳注：いわゆるイギリスのこと。イギリス

はいくつかのNationが連合して構成されている。外交上の正式名称は連合王国､略称UKである)

政府は、リバプ-ルで始められた、映画の喫煙シ-ンを減らす取り組みを受けて、対策を練り始め

た。 

 

イギリスのタバコ宣伝販売促進規制法により、2003年に、印刷メディア、看板、ダイレクトメ-ルによ

るタバコ製品の宣伝が、2005年にスポンサ-活動が禁止された。しかし、映画は、若者にタバコを

良いものであるようにアピ-ルする重要な手段として残っていた。 

 

イングランドのノッティンガム大学タバココントロ-ル研究センタ-は、イギリス全体で若者が映画の

喫煙シ-ンにどれくらいばく露されているかを調査した。インド、イギリス、米国で制作され、イギリ

ス国内で広く公開された映画の喫煙シ-ン量と、過去の公表された映画入場収益デ-タから、若者

向け(18歳未満視聴可)映画が、イギリスにおけるタバコ使用シ-ンの90%近くを占めていることが分

かった(42)。1989-2008年の年間興行収入上位15作品の70%にタバコ使用シ-ンがあり、それらの

56%は、15歳未満の子供視聴可、92%が18歳未満視聴可にレ-ティングされていた。タバコブランド

の描写は、イギリス国内制作(外国との共作を含む)作品で2倍多かった。すべての映画作品の9%

に、特定のブランドが描かれており、15歳未満視聴可の作品でその比率は最も多かった(146)。 

 

2010年に、イギリス政府はイングランドにおけるタバココントロ-ル戦略を発表した。その重点目標

は、「若者が喫煙者になることを防ぐ」ことである(147)。この戦略の一環として、政府は「創作上の

必要性必然性が強く存在する場合を除き、15歳未満の小児が視聴可能な映像作品に喫煙シ-ン

を含むことを禁止する」ことを勧告した。そして、「創作上の必要性がないのに、18歳未満の若者

が多く視聴する映像作品において、喫煙を容認したり、推奨したり、魅力的に表現することを禁止

する」とした。しかし、喫煙を「推進あるいは魅力的に見せる」とか「創作上の理由で正当化できる

強力な理由」というあいまいな表現だったため、映画の喫煙シ-ンを減らす効果が得られなかっ

た。 

 

2011年に、政府は、新たなタバココントロ-ル戦略を発表した。それにおいては、「メディアの監督

機関と娯楽産業が、映像メディアの喫煙シ-ンを減らすために必要な対策について話し合うための

働きかけ」を行うことが表明された(146)。 

 

映画の喫煙シ-ン視聴と若者の喫煙開始を促進するという憂うべき科学的証拠が明らかになり、

全英映像等級審査機構(British Board of Film Classification)に対して喫煙を映画の視聴制限基準
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に組み込む必要が明らかになったとして、リバプ-ルの公衆保健と市民団体は、スモ-クフリ-･リバ

プ-ル(SmokeFree Liverpool)という組織を立ち上げ(150)、この課題を実現するために先進的に活

動を始めた。この共同組織は、北西イングランドの、ヘルスケア団体、公共団体、NGO、社会奉仕

事業団体など10組織が集まって作られ、地方当局に、リバプ-ルで上映される喫煙シ-ンのある映

画には「18禁」とするよう働きかけるように運動を進めた。スモ-クフリ-･リバプ-ルは、全英映像等

級審査機構がすでに喫煙シ-ンを含む映画に18歳未満視聴制限をかけていると強く主張した。 

 

スモ-クフリ-･リバプ-ルネットワ-クの戦略は、要求の内容を記録し、国内外の組織と協力し、若者

に働きかけて、若者の健康を守り全世界の映画産業を変えるために、イギリスの映画産業に対し

てレ-ティングの改正を迫ると言うものだった。取り組みの始めに、スモ-クフリ-･リバプ-ルとその

地域協力団体は、地方とイギリス全体の協力団体に簡潔な説明書と参考資料を送り、情報共有

を行い、同意を集め、戦略を練った。リバプ-ル市は、イギリス全土と、他のヨ-ロッパ諸国、米国の

代表を招き、2008年2月に世界最初の喫煙シ-ンのない映画カンファランスを主催した。そこでは、

若者の運動(Liverpool’s D-MYST、New York’s Reality Check等)がコミュニティ教育と運動支援に

果たす役割、喫煙シ-ンのない映画を求める運動がイギリスの喫煙予防活動に占める位置ならび

に世界の映画から喫煙シ-ンをなくす運動に果たす役割が討議された。 

 

全英映像等級審査機構が今後制作される喫煙シ-ンのある映画を18禁とせよというD-MYSTの要

求を拒否したため、スモ-クフリ-･リバプ-ルは、地元で、喫煙シ-ンのある映画の18禁化の実現性

について検討を行った。これらの活動において、スモ-クフリ-･リバプ-ルは、国のレ-ティングを上

回るレ-ティングを喫煙シ-ンのある映画に付与する権利を行使して、地域の住民の健康を守り、

(大部分がイギリスと米国の映画会社にコントロ-ルされている)地方の映画制作者と配給者の振

る舞いをただそうと目論んだ。米国製映画の主要な輸出先国たるイギリスにとって、このイギリス

国内における運動は、米国映画配給業者にとって重要な意味を持っていた。つまり、喫煙シ-ンの

ない映画が増えると、若者向け映画を増やすことができ、(その結果若者の観客が増え)営業利益

が増えるからである。 

 

スモ-クフリ-･リバプ-ルは、一般市民と利害関係者に、この対策の意義と利益をはっきりと伝え、

デマに反論し、市民からの広い理解と支持を得ることが重要であると認識していた。2008年7月に

英国医師会が、全英映像等級審査機構に対して、映画の喫煙シ-ンを映画のレ-ティングの考慮

事項に入れるべきであると、支持を表明してから、この運動に一層勢いが増した(151)。英国医師

会の支持は、映画における喫煙シ-ンを規制すべきだという地域住民の意向を一気に高めた。 

 

これを受けて、スモ-クフリ-･リバプ-ルはこの取組を推進するためのコミュニケ-ションプランを実

施した。その内容は以下の通りである： 

" ニュ-ス報道、有料の屋外看板、巡回宣伝などを通じてこの問題についての一般市民の関心
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を高める 

" 戸別訪問を通じてこの対策に対する賛成署名を集め、全英映像等級審査機構と地方当局に

民意を示す 

" リバプ-ルの若者によるタバココントロ-ル団体D-MYSTの活動を支援し、若者を集め、タバコ

産業が若者を食い物にしている状況を告発してもらう 

" 全英映像等級審査機構に対して喫煙シ-ンを含む新たな映画作品を18禁とするよう要求する

ファクトシ-トと地元と全国あての有料の公開書簡をつくり、地方自治体が対策を講ずるよう

求める 

" 全英映像等級審査機構(全国)に対する働きかけが不調に終わった場合に備えて、リバプ-ル

市評議会に対する申立の準備をする 

 

リバプ-ルでは喫煙シ-ンを含む映画を成人指定とすべきであるという申立は2009年半ばにリバプ

-ル市評議会に提起された。評議会は、3か月間の審議予定を立てた。しかし、2009年末までの評

議会の期間中、それは行われなかった。その代り、イングランドとリバプ-ル市に対して調査を行う

よう要請を行っていた。2011年夏に、政府は、映画の喫煙シ-ンの対策に関する審議を行ったが、

その後の進展はない。 

 

■■ 

3.4 米国 

米国の映画産業とタバコ産業は、第一次瀬世界大戦後急成長を遂げた。1920年代の終わりまで

に、映画スタジオは、映画スタ-と紙巻きタバコメ-カ-のスポンサ-契約を仲介していた。タバコ会社

はその見返りに、映画の全国キャンペ-ンの資金を出した。1950年代にタバコ会社はテレビ会社

の方に多く金を出すようになったが、1970年代に米国政府がテレビでのタバコ製品コマ-シャルを

禁止するようになってから、映画へのタバコ製品のプロダクトプレイスメントを系統的に行うように

なった。 

 

1989年に、ハリウッド映画におけるプロダクトプレイスメントに関する報告書が公表されると、米国

議会でタバコ産業の広告宣伝費に関するより詳細な報告を求める主張が高まった。このデ-タは

米国通商委員会の紙巻きタバコ販売促進費の監査の改善に使われるはずだった。しかし、タバコ

産業は、タバコ産業は映画のプロダクトプレイスメントをやっていないと言い張り、1990年代の半

ばまで、ハリウッドの代理人に対する金の受け渡しを明かさない会社も複数あった。 

 

それに対して、健康推進勢力は、映画産業の「創造的な仕事をする人々」(作家、監督、俳優)に対

して、映画の喫煙シ-ンがもたらす有害な影響について教育を行った。しかしこれらの活動は、基

本的に効果を上げることはできなかった。1998年に、連邦法務長官と米国の5大タバコ会社の間

にMaster Settlement Agreementが結ばれた。この合意こそが、娯楽メディアにおけるタバコ製品
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のプロダクトプレイスメントの禁止をもたらしたのである。この合意は米国内のタバコ会社とのもの

であり、海外の子会社はそれに縛られなかった(112)。 

 

2002年に、Smoke Free Moviesプロジェクトが開始された。これはカリフォルニア州立大学サンフラ

ンシスコ校のCenter for Tobacco Control Research and Education(当時WHO提携センタ-)が本部

となり、ウェブ(http://www.smokefreemovies.ucsf.edu)を立ち上げ、娯楽産業専門誌に有料の広告

を連載した。これらの広告は、若者視聴可の映画に喫煙シ-ンが存在する理由は次の二つのうち

のいずれかであると述べている：「賄賂をもらっているから。そうならそれは堕落。何ももらわない

でタバコ産業の汚れ仕事を進んで手伝っているだけ。そうならそれはお馬鹿さん。」(152)。Smoke 

Free MoviesとNGOの協力団体は、映画の内容に立ち入らずに若者の喫煙シ-ン視聴を実質的継

続的に減らす4つの効果が確かめられた対策を提案し推進してきた。これらはセクション2.3で述べ

た選択可能な諸対策の基本となっている(153)。 

 

米国映画協会に加盟する主要な映画スタジオは、米国の健康専門家と諸機関が推進する対策を

完全に無視した。しかしNGOは、個別のスタジオの記録を調査して、映画の喫煙シ-ンと若者の喫

煙開始の関係を明らかにしてきた。その結果米国議会は公聴会を開催することになった。30州以

上の法務長官が大きなスタジオを持つ映画会社に、意図的に喫煙シ-ンを見せることによって、子

どもたちの健康を傷つけているとした書簡を送付した。ハリウッドスタジオがあるロサンゼルス市

では、2002年に、郡保健サ-ビス局が先に述べた4つの対策目標に対する支持を全米で初めて表

明した公共保健機関となった。それ以降、局が主催する啓蒙イベントとメディア向け資料は全世界

から注目されるようになった。2004年と2007年に米国議会の公聴会が開かれ、問題解決が進めら

れた。その結果、3つの大きな映画スタジオが若者向け映画における喫煙シ-ン低減の方針を発

表するに至った。主要な映画スタジオの系列会社が集まるニュ-ヨ-ク州の保健長官は、ニュ-ヨ-ク

タイムズなどに全面広告を出して、スタジオの代表者に対して行動を起こすように要求した(154)。

他の州の保健局もこれに続いて呼びかけを出した。例えば、2011年に、カリフォルニア州Tobacco 

Education and Research Oversight Committeeの委員長は、ロサンゼルス保健局局長と共同で、

喫煙シ-ンのある映画をカリフォルニア州の映画制作補助金の対象から除外するようアピ-ルを出

した(155)。 

 

全米レベルでは、国立科学アカデミ-の医学研究所(Institute of Medicine)(156)、国立がん研究所

(1)、CDC (10, 14, 126, 142, 157–160)が、映画産業に対して是正を求めた。2012年に、連邦厚生長

官(2)が、米国の映画産業とタバコ産業の提携の歴史と映画の喫煙シ-ンの有害影響に関する科

学的証拠をまとめ、喫煙シ-ンを含む映画をR指定にするように要求した報告書を発表した。2014

年に、米国厚生長官は、映画の喫煙シ-ン問題に対する米国の映画会社の対策は不十分であり、

今後公開される喫煙シ-ンを含む映画をR指定とする熟慮された良心的な対策により、米国の若

者の喫煙率を18%減らすことができると結論を述べている。CDCは、映画の喫煙シ-ン視聴により、
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2014年現在生きている子どもたちの中から毎年600万人以上の若者が喫煙を始めるようになって

おり、将来そのうち200万人がタバコ関連疾患で死亡するが、R指定により、そのうち100万人の命

が救われると推計した(126)。 

 

2007年に、米国映画協会はレ-ティングに喫煙を「考慮するconsider」と表明した。しかし、実のとこ

ろ、協会は喫煙シ-ンを含む映画のレ-ティングを上げずに、全米公開がなされない「独立系」の映

画のレ-ティングラベルに「喫煙シ-ンあり」と表示するにとどめ、協会加盟各社が自分のスタジオ

で制作した喫煙シ-ンのある若者向け映画の大部分を「考慮外」として、何の規制も実施されなか

った(135)。2008年に、協会加盟の映画スタジオは、反タバコスポットの事前上映を承諾した。しか

しその措置は、米国と、カナダで発売される喫煙シ-ンのある若者向けDVDに限られた。2013年ま

でに、協会加盟のすべての映画制作-配給会社が、若者向け映画におけるタバコシ-ンをなくす意

志があると表明した。自社が製作し配給した映画の喫煙や他のタバコシ-ンを包括的になくする方

針を持っているスタジオはなかった。このような状況に対して、CDCは次のように断じた： 

 

ほとんどすべての若者向け映画(G/PG/PG-13)で、ほとんどタバコシ-ンのない映画を作ってい

る大きなスタジオが複数あるという事実は、喫煙や他のタバコ使用シ-ンを含まない種類の映画

の製作が可能であることを示している。しかし、映画産業全体に蔓延している矛盾した営業活

動により、若者の喫煙開始の主要な原因である喫煙シ-ンを若者向け映画作品からなくする取

り組みの成功を脅かしている。3大映画スタジオが先進的方針を採用したことにならい、米国映

画協会が喫煙シ-ンを含む映画をR指定にすると決断したなら、公平な競争が確保され、これま

での前進が後戻りさせられないことの保証につながる(10)。 

 

個々の会社は、G、PG、PG-13という若者視聴可の映画からすべての喫煙シ-ンをなくすることは

よいことだと表明してきたが、次の年、PG-13映画に喫煙シ-ンが再登場するようになった。若者向

け映画の喫煙シ-ンは2005年から減り始め2010年に最低になった後、2013年末には2005年のレ

ベルに戻った。GとPG映画の喫煙シ-ンは現在のところ皆無となっており、喫煙シ-ンを含むPG-13

作品の比率も着実に低下しているが、喫煙シ-ンを含むPG-13映画の平均喫煙シ-ン数は、R指定

映画と同じレベルになっている(11)。 

 

米国では、公衆保健を推進するコミュニティが保健医療専門団体、若者組織、政策立案者、法令

施行担当者、企業投資家、国・州・自治体レベルの保健担当者に働きかけて運動を作った。この

運動の目的は、若者向け映画に喫煙シ-ンを入れることが企業イメ-ジを損なうこと、喫煙シ-ンを

副映画を作った会社が将来蒙るおそれのある製造物責任訴訟のリスクを減らすための一連の対

策を提案することだった。政策立案者は、タバコ対策に支出される州予算と喫煙シ-ンのある映画

に対する補助金支出が矛盾することを強調した。2011年に、CDCは州の政策立案者の「タバコシ-

ンのない映画だけに補助金を出すことによって、週のタバココントロ-ル対策と映画補助金の間の
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矛盾を解消する」という政策提案に賛同を表明した(10)。 

 

4.結論 
 

■■ 

4.1 学ぶべき教訓 

タバコの宣伝と販売促進活動があるメディアで制限されても、別のメディアを通じた宣伝販促が盛

んになる(ことによって骨抜きになる)というのがこれまでの経験の教訓である。米国では、他のメ

ディアのタバコ宣伝が規制されると、映画の喫煙シ-ンが増えた。インドでも同様の事が起きた。若

者はたくさん映画を見るため、映画の喫煙シ-ンが醸し出す臨場感は若者を喫煙に引き込む強力

なパワ-を持っている。タバコの宣伝と販売促進活動の禁止あるいは規制を進めたいと思っている

国では、映画の喫煙シ-ンが公衆保健上の強大なリスクであることを十分認識する必要がある。

若者という、最も外からの影響を受けやすい年代層を現代のグロ-バル化経済が推進するもっと

も強力な娯楽メディアから発信される喫煙シ-ンに曝露させることを、直ちに止めさせなければなら

ない。これが、映画の喫煙シ-ンをなくするために戦う包括的なアプロ-チが必要とされる理由であ

る。 

 

WHO FCTC第13条施行ガイドラインに述べられている個々の対策を実行することにより、若者の

喫煙開始を促進する映画の喫煙シ-ンを減らすことができる。この対策は、とりわけ低、中所得国

で増加しているタバコ使用の被害を減らす大きな力を持っている。 

 

■■ 

4.2 研究の必要な分野 

映画の喫煙シ-ンと若者の喫煙開始の因果関係は十分立証されてきたが、実施した対策の効果

に関してはさらに研究を進めることが望ましい。以下に必要な研究テ-マを挙げる： 

 

対策と企業 

タバコ使用と成人指定 

" 地域的映画をどのようにレ-ティングするか(例：映画の内容と制作経過を勘案したレ-ティン

グ、検閲)、そして、これらの規制を改善するためにどのような機会があるのか？ 

" タバコシ-ンを含む映画を成人指定とするための強力なロビ-活動を、どのような国のどのよう

な監督機関対して行うべきか？ 
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多国籍タバコ産業は、映画の喫煙シ-ン挿入のためにどこに重点的に働きかけているのか？ 

" 映画の製作と配給に関して、映画配給者、スポンサ-、宣伝会社、プロデュ-サ-、公的補助金、

税務当局とどのような取り決めが行われているのか？どのような経済的取り決めが、映画の

喫煙シ-ン制限に活用できるか？ 

 

世界の若者の喫煙シ-ン曝露状況 

" 国あるいは地域で人気のある映画の国産／輸入比と視聴法(映画館、ビデオ、衛星放送、イ

ンタ-ネットストリ-ミング等) 

" 国産映画におけるタバコシ-ンの量 

" 国産映画視聴によるタバコシ-ン曝露量の適切な測定法 

" 若者視聴可映画の喫煙シ-ン量 

" 成人指定により減らせた喫煙シ-ン曝露量(国別) 

" 若者の喫煙開始要因である映画の喫煙シ-ンモニタ-を要請できる保健当局はあるか 

" 若者に喫煙シ-ンを曝露させるうえでテレビ番組はどれくらいの影響を持っているか 

 

喫煙シ-ンの曝露と喫煙開始 

" Global Youth Tobacco Surveyなどの国際調査に、映画の喫煙シ-ン視聴という質問項目を追

加することで、映画による喫煙シ-ン曝露状況が明らかになるか？ 

" 発展途上国における映画の喫煙シ-ンと若者の喫煙開始の関連は？映画制作会社のある

中所得国ではどうか？ 

" 喫煙シ-ン視聴の影響は、国産映画と人気海外映画で異なるか？ 

" 喫煙シ-ン視聴の影響は、テレビと映画で異なるか？ 

 

■■ 

4.3 対策を前進させましょう 

タバコは現在毎年600万人の命を奪っている。タバコは、正しく使用した消費者の半数を殺す唯一

の合法的商品である。まぎれもなく有毒で依存性のある商品であるタバコには、映画の中に存在

できる余地はない。世界中で毎日10万人の若者が喫煙を開始している現状(161)に対して、WHO 

FCTC第13条施行ガイドライン(タバコの宣伝、販促、スポンサ-活動禁止)で述べられているベスト

プラクティスと認定された勧告に沿って活動を進めることが望まれる。 

 

これまでの経験をまとめると、自主的あるいは自発的対策には効果がないことが証明されている。

喫煙シ-ンのある映画を成人指定とすること、上映前に反喫煙メッセ-ジの放映を義務付ける、映

画のタバコ露出に金品などの利益供与がない旨の誓約をさせる、の3点の対策は、いくつかの国

ですでに広い支持を受けている。世界中で視聴される人気映画の喫煙シ-ンを規制すると、大幅

な公衆保健の改善が期待される。このように、国全体だけでなく、地方レベルの対策を進めること
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によっても、世界全体に積極的な効果が期待できる。映画の喫煙シ-ンを減らすうえで、国際協力

は不可欠である。  

(本文終) 
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付属書 1.映画の喫煙シ-ン視聴状況 

 

映画の喫煙シ-ンへのばく露とタバコ広告へのばく露の測定方法は似ている。調査対象の人々の

個々の映画の視聴率と、その映画の喫煙シ-ンの分量が分かれば、調査対象の人々の喫煙シ-

ン曝露が正確に推計できる(1)。 

 

若者がよく視聴する映画を調べて、その映画におけるタバコシ-ンの頻度と持続時間を計測する

のが良く行われている方法である。若者は1年以内に見た映画なら90%以上の確率で正確に思い

出すことができることが分かっている。すべての若者にどの映画を見たかをたずねることはできな
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いから、最近のヒット映画(500-600作品)からランダムに選んだ作品リスト中の映画の視聴歴を回

答してもらうという方法で調査する(1)。この方法によって、比較的膨大な数の映画作品の視聴率

を作品ごとに推計することが可能となる。ただし、数百作品といえども、家庭のビデオ、テレビ放映、

オンデマンド視聴、インタ-ネットダウンロ-ド等で視聴される映画作品の一部にすぎないから、この

手法で得られる喫煙シ-ンへのばく露率(視聴率)には過小評価のおそれが付きまとう。Sargent氏

らのグル-プは、この手法で6500名以上の若者を対象にして調査を行った結果、米国の10-14才

児は、1998-2003年に、139億回映画の喫煙シ-ンを見ており、その半数は若者向け映画からであ

るということが分かった(2)。 

 

映画の切符売り上げデ-タから特定の年齢層の視聴率を調べる方法もある。毎年の特定映画の

興行収入を平均入場料金で割れば、視聴人数が割り出せる。その映画中の喫煙シ-ン出現回数

に視聴人数を掛けると、タバコシ-ン曝露回数が求められる。この方法により、Titus、Polansky、

Glantz氏等(3)は、1991-2008年の米国とカナダにおける人気映画1700作品以上から全年齢層の

観客が6500億回の喫煙シ-ンを視聴したこと、映画館だけで、毎年平均340億回の喫煙シ-ンが視

聴されたと報告している。より最近の調査では、映画館における喫煙シ-ンの放映回数は2010年

までに140億回まで減ったがその後2013年には230億回に再増加したという(4，5)。この結果を、観

客の平均的年齢構成に沿って再分析すると、12-17才の米国の若者は、2002-2013年に、米国と

カナダ市民が視聴した喫煙シ-ンの19%、つまり40億回以上のタバコシ-ンに毎年曝露されているこ

とになる。 

 

アンダ-ソンら(6)は、同じ手法で、イギリスの人気映画上位572作品における若者の喫煙シ-ン曝

露量を推計した。その結果、イギリスの若者は、米国よりも28%多く喫煙シ-ンを見ていることが分

かった。これは、米国で成人指定となっているため若者の視聴率が少ない映画が、イギリスでは、

誰でも見ても良いレ-ティング指定されているためである。著者らは、2001-2006年に、イギリスで

若者視聴可とされている映画が7-17才の年齢層の子どもに10億回以上の喫煙シ-ンを見せてい

ると推計している。 

 

これらの研究調査の手法は同じではないが、推計値はそのオ-ダ-(10億回レベル)で一致している。

もっともこの数字は実態を大きく過小評価していると思われるが。伝統的なタバコの広告宣伝(テ

レビCM等)と比べて、数十億回のレベルで放映される映画の喫煙シ-ンには、ドラマチックかつリア

ルに若者をタバコ使用に誘う強力なメッセ-ジ性がある。WHO FCTCの施行によってタバコのイメ-

ジ宣伝が多くの国で禁止されたため、映画の喫煙シ-ンは世界中で若者にタバコを吸うことをそそ

のかす媒体となっている。 
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付属書 2.タバコ使用シ-ンを含む最高

興行収入映画作品に対する公的援助の

状況(2010-2013) 
 

国 

作品

本数

a 

喫煙シ-ンのあ

る映画の比率 

映画補助金

(100万米ド

ル)b 

喫煙シ-ンの

ある映画に

対する補助

(100万米ド

ル) 

映画館での

喫煙シ-ン放

映回数(100

万回)c 

オ-ストラリア(州) 10 5 156 61 6217 
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オ-ストリア 1 0 8 0 0 

カナダ(国・州) 62 20 680 219 3007 

チェコ共和国 1 1 12 12 694 

フランス 7 5 73 37 5700 

ドイツ 6 5 61 57 772 

ハンガリ- 4 3 70 30 33 

アイルランド 2 1 5 5 32 

イタリア 4 4 35 35 732 

メキシコ 3 3 3 3 163 

ニュ-ジ-ランド 7 6 191 175 8892 

南アフリカ 3 0 29 0 0 

スペイン(地方) 2 2 17 17 195 

イギリス 47 25 876 322 12582 

米国(州) 310 172 2460 1201 79883 

合計 469 252 4676 2174 118984 

 

a. 映画公開後に興行収入上位10位に入った国内制作映画(カナダ、米国)。2010年1月1日～

2013年12月31日。 

b. 補助金額を推計するために、公開された興行収入上位映画の製作費に補助率20%を掛けた。

名目補助率は地域によって20-40%の幅で異なり、それぞれの補助金制度毎に､受領に「該当」

「認定」とされた制作費を基準に算定すると、20%という補助率が最も妥当な補助率であると

考えられた。補助金総額の推計に際して、2010-2013年の作品サンプルから、カリフォルニア

で制作されたが州の補助金プログラムの対象から除外されたアニメ30作品(7%に喫煙シ-ン

あり)と、7500万米ドル以上の制作費のかかった19ライブアクション作品(21%に喫煙シ-ンあり)

を除外した。2010-2013年にカリフォルニア州の補助金を受けた、全米の補助金総額推計に

組入れられたヒット映画75作品のうち60%は喫煙シ-ンを含んでいた。 

c. 映画の喫煙シ-ンばく露回数。米国製の映画とそれ以外の国制作の映画のマ-ケットシェアを

調整し、カナダと米国の映画館客数(13億4千万人)と世界のそれ以外の地域の観客数(22億5

千万人)の比率をもとに推定(1)。 
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